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1．序 論 

 

1.1 はじめに 

 

基準地震動策定において想定地震は、内陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート

内地震の 3 つのタイプに分けて、それぞれの検討用地震を選定して地震動評価が行われて

いる。特に、プレート間地震及び海洋プレート内地震の海溝型地震に関して、「国内のみな

らず世界で起きた大規模な地震を踏まえ、地震の発生機構及びテクトニクス的背景の類似

性を考慮した上で震源領域の設定を行うこと」が新規制基準で規定されている。 

プレート間地震は、数十年程度の比較的短い周期で繰り返し発生する大規模地震の場合、

過去の地震に対する調査研究で得た知見を基に、想定地震の発生場所や規模を推測できる。

2011 年東北地方太平洋沖地震のような数百年程度の比較的長い周期で繰り返し発生するプ

レート間巨大地震は、国内の事例が少ないため、世界中で起きた巨大地震、特に観測記録が

得られた巨大地震の調査研究が重要である。特に、短周期地震動について日本の手法で解析

を行った事例は非常に少ないため、国外で起きた地震の観測記録を収集して国内と同様の

解析を実施することが重要となる。 

海洋プレート内地震は、特に敷地周辺で深さ数十 km 以上の深い場所で発生する場合、地

表に痕跡が残っておらず、また、発生周期も特定されていないため、想定地震の発生場所や

規模の推定は非常に困難である。さらに、敷地周辺で発生する海洋プレート内地震は、他の

タイプの同規模の地震に比べて大きな短周期地震動を生ずるため、地震動評価において震

源特性を明確にすることは重要である。 
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1.2 目 的 

 

本研究では、断層モデルを用いた手法 (以下「断層モデル法」という。) による地震動評

価の精度向上のため、国内外で起きた海溝型地震を対象に、地震動解析や分析等を実施する

こととし、以下２項目の内容を実施する。 

(1) プレート間巨大地震の地震動評価の検討 

(2) 海洋プレート内地震の地震動評価の検討 
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1.3 事業内容及び方法 

 

1.3.1 プレート間巨大地震の地震動評価の検討 

 

「震源断層を特定した地震の強震動予測手法  (「レシピ」)」(以下「強震動予測レシピ」

という。) は、強震動評価に関する既往の検討結果から、断層モデル法における震源特性パ

ラメータの設定等について取りまとめた標準的な手法として、地震調査研究推進本部 (以下

「地震本部」という。 ) で公開されている  (詳細は http://www.jishin.go.jp/main/chousa/17_ 

yosokuchizu/recipe.pdf を参照)。強震動予測レシピでまとめたプレート間地震の震源特性パ

ラメータの設定方法は、主に 1978 年宮城県沖地震や 2003 年十勝沖地震の地震動評価を踏

まえて提案されたものであり、2011 年東北地方太平洋沖地震のようなプレート間巨大地震

による地震動を評価するためには、過去の巨大地震の震源特性及び地震評価に関する知見

を反映することが重要である。 

そこで、本事業では、プレート間巨大地震を対象とし、地震動評価に用いた震源特性パラ

メータの設定手法の高度化を行うことを目的とし、以下の項目を実施する。 

 

(1) プレート間巨大地震の地震動解析 

国内外で発生したプレート間巨大地震 (一つ以上) を対象に、(周期 1 秒以下) 短周期地震

動に着目した特性化震源モデルの構築を検討し、強震動予測レシピの適用性に関する検証

解析を行うとともに、プレート間巨大地震の地震動評価における現状及び課題についてま

とめる。検討地震の選定、検討手法等の詳細は、原子力規制庁担当者と協議して決定する。 

 

(2) プレート間地震のスケーリング則等の検討 

国内外で発生したプレート間地震を対象に、(1)で得られた震源断層パラメータに加え、

既往研究で得られた震源断層パラメータや地震動特性等に関するデータを整理・分析し、既

往スケーリング則等との比較を行う。 
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1.3.2 海洋プレート内地震の地震動評価の検討 

 

海洋プレート内地震は、海溝の海側の沈み込むプレート内で起きるやや浅い地震  (所謂

「アウターライズ地震」) と沈み込んだプレート内 (スラブ内) で起きるやや深い地震 (以

下「スラブ内地震」という。)、2 種類に分けられており、本事業では、震源が陸に近い且つ

強震動が生じやすい後者のスラブ内地震を検討対象とする。地震本部では、国内のスラブ内

地震のみを対象とした震源特性に関する研究成果を基に、スラブ内地震の特性化震源モデ

ルの設定手法を新たに追加し、強震動予測レシピを 2016 年に更新した。一方、スラブ内地

震は、国内に限らず、国外でも起きている。例えば、2017 年 9 月にメキシコで続発した二

つのスラブ内地震 (9 月 7 日 MW 8.2 と 9 月 19 日 MW 7.1) は、強い揺れを生じ、甚大な被害

を及ぼした。このような国外で起きた地震を調査し検証を積み重ねることにより、海洋プレ

ート内地震の特性をより明確にすることが重要である。 

そこで、本事業では、海洋プレート内地震を対象とし、地震動評価に用いた震源特性パラ

メータの設定手法の高度化を行うことを目的とし、以下の項目を実施する。 

 

(1) スラブ内地震の地震動解析 

メキシコ等国外でおきたスラブ内地震 (二つ程度) を対象に、(周期 2 秒以上) やや長周期

地震動を用いて震源過程解析を実施する。さらに、震源過程解析の結果を踏まえ、短周期地

震動に着目し二つの解析地震から一つ選び特性化震源モデルを構築し、断層モデル法に基

づく地震動再現解析を行う。地震動再現解析の対象地震の選定等の詳細は、原子力規制庁担

当者と協議して決定する。 

 

(2) スラブ内地震のスケーリング則等の検討 

国内外で発生したスラブ内地震を対象に、(1)で得られた震源断層パラメータに加え、既

往研究で得られた震源断層パラメータや地震動特性等に関するデータの整理・分析を行い、

既往スケーリング則等との比較を行う。 
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1.4 実施体制 

 

本事業を進める上で、適宜、学識経験者からの指導・助言を仰ぐとともに、海外の研究者

と連絡を取りながら、助言・示唆を受けるものとする。種々の参考情報は、必要に応じて、

本事業に反映する。なお、本業務の一部を一般財団法人 地域地盤環境研究所および株式会

社 サイスモ・リサーチに外注する。 



 2.1.1-1

2．プレート間巨大地震の地震動評価の検討 

 

2.1 プレート間巨大地震の地震動解析 

 

2.1.1 2015 年チリ Illapel 地震のアスペリティモデルの設定 

 

既往の研究 (原子力規制庁, 2018) で対象とした 2015 年チリ Illapel 地震を対象に、アスペ

リティモデルの設定を行った。既往の研究 (原子力規制庁, 2018) では、ターゲットの地震

の長周期インバージョン結果からアスペリティ  (主な強震動生成域) に相当すると思われ

る部分を取り出して SMGA（Strong Motion Generation Area）モデルを作成し、経験的グリー

ン関数法による検討を行ったが、本研究では、地震調査研究推進本部によるプレート間地震

の「レシピ」と比較するために、背景領域も含む、アスペリティモデルとして考えた場合に

ついて検討した。その際、「レシピ」に基づき第 1 ステージのプレート間地震としてモデル

化した場合 (Eshelby (1957) による円形クラック式、Case1 と呼ぶ) と、第 1 ステージから

第 2 ステージへの遷移ステージの地震としたモデル化場合の、大きく 2 種類の場合につい

て検討した。後者については、Eshelby (1957) による円形クラック式を用いるとともに、震

源インバージョン解析結果を参考に、大すべり域を導入し、浅部のみに大すべり域がある場

合 (Case2) と、浅部および深部ともに大すべり域がある場合 (Case3) に分ける。なお、Case3

で浅部および深部ともに大すべり域の実効応力を背景領域と同じに設定したことに対して、

大すべり域の実効応力を背景領域の 2 倍にした場合 (Case4) と、4 倍にした場合 (Case5) に

ついても検討した。全部で計 5 ケースのアスペリティモデルを作成した。 

■地震本部のレシピにより第 1 ステージの地震とした場合の断層モデル (円形クラック、

Case1) 

■第 1 から第 2 への遷移ステージの地震とした場合の断層モデル (円形クラック式+大すべ

り域) 

      a) 浅部のみに大すべり域がある場合 (Case2) 

      b) 浅部および深部ともに大すべり域がある場合 

                    ・ 大＝back   (Case3) 

                    ・ 大＝2back  (Case4) 

                    ・ 大＝4back  (Case5) 
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(1) 対象地震 

地震動再現解析の対象は、既往の研究 (原子力規制庁, 2018) と同様で、2015 年 9 月 16 日

に発生したチリ Illapel 地震 (MW 8.3、以降、ターゲットの地震と呼ぶ) とし、経験的グリー

ン関数法用の要素地震として 2016 年 2 月 10 日に発生した余震 (MW 6.4) を用いた。ターゲ

ットの地震の長周期インバージョン結果によるすべり変位分布、最大すべり速度分布と各

小断層のすべり時間関数、要素地震の震央位置および地震動評価点 (13 地点) を図 2.1.1-1

～図 2.1.1-3 に示す。 

 

(2) アスペリティモデルおよび断層パラメータ 

断層パラメータの設定では、既往の研究 (原子力規制庁, 2018; 郭・他, 2018) を参照に、

ターゲットの地震のモーメントマグニチュード MWl=8.3、要素地震のモーメントマグニチュ

ード MWs=6.4、ターゲットの地震の断層面積 Sl=240 km×150 km＝36,000 km2 (図 2.1.1-2)、

2015 年チリ Illapel 地震の経験的グリーン関数法用のパラメータの見積り結果 (図 2.1.1-4、

表 2.1.1-1) を参照に、要素地震のコーナー振動数 fcs＝0.22 Hz、ターゲットの地震と要素地

震の短周期レベルの比 CN=13 (ここに、経験的グリーン関数法による波形合成時に用いる重

ね合わせ数 N=7 (7.4)、およびターゲットの地震と要素地震の応力降下量の比 C=1.8) の 5 つ

のパラメータを与条件として、ターゲットの地震のアスペリティモデルの断層パラメータ

を設定した。 

 

■ 地震本部のレシピにより第 1 ステージの地震とした場合の断層モデル (円形クラック式、

Case1) 

ここでは、地震調査研究推進本部 (2005) でまとめられているプレート間地震の強震動予

測レシピと同様に第 1 ステージの地震として断層モデルを設定した。地震調査研究推進本

部 (2005) の強震動予測レシピによる、プレート間地震のアスペリティモデルの設定の流れ

は図 2.1.1-5 のようになっている。 

プレート間地震のアスペリティモデルを記述する主なパラメータは、震源断層面積 S、地

震モーメント M0、短周期レベル A、平均応力降下量、アスペリティ (強震動生成域) の

応力降下量a、アスペリティ (強震動生成域) の面積 Sa の 6 つである。 

地震調査研究推進本部 (2005) のプレート間地震の強震動予測レシピでは、震源域を明確

に設定できる場合は、その範囲より震源断層の面積を計算し、地震規模-断層面積の経験的
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関係式から地震規模を推定する、もしくは、過去の地震から想定されている値を基に、地震

規模を設定し、地震規模-断層面積の経験的関係から震源断層の面積を設定するとしている。

上記の地震規模 (地震モーメント M0) と断層面積 S の経験式については、過去の地震のデ

ータがある程度得られている場合には、地域性を考慮した式を用いるとしている。例えば、

Kanamori and Anderson (1975) と同様に円形破壊面を仮定した次の関係式 (Eshelby, 1957) を

基に震源域の地震の平均応力降下量 (MPa) を推定することで、地域的な地震モーメント

M0 (N･m) と断層面積 S (km2) の関係式を設定するとしている。 

3/2 3/2
0 16 / (7 )M S                              (2.1.1-1) 

一方、過去の地震のデータがあまり得られていない場合には、平均的な特性を示す地震規

模と断層面積 (例えば、宇津, 2001; 石井・佐藤, 2000)、または地震モーメント M0 と断層面

積 S (例えば、佐藤, 1989; Yamanaka and Shimazaki, 1990) などの経験式を用いるとしている。 

対象地震の短周期レベル A に関しては、想定震源域における最新活動の地震の短周期レ

ベル A が推定されていない場合には、壇・他 (2001) による地震モーメント M0 と短周期レ

ベル A の経験的関係により設定するとしている。想定震源域における最新活動の地震の短

周期レベル A が推定されている場合には、その推定値と地震モーメント M0 との経験的関係

の傾向を参照して、想定する地震の地震モーメントに応じた短周期レベルを設定するとし

ている。 

一方、アスペリティ (強震動生成域) の応力降下量a、アスペリティ (強震動生成域) の

面積 Sa、および短周期レベル A は下記の関係式を満たす。ここに、(2.1.1-2)式は Madariaga 

(1979) によるアスペリティモデルの一般式、(2.1.1-3)式は円形クラックモデルを念頭におい

た Brune (1970) による経験式であるが、のちに Boatwright (1988) が断層の動力学的破壊シ

ミュレーションよりアスペリティモデルにも適用できることを示した式である。 

( / )a aS S                         (2.1.1-2) 

2 1/24 ( / )a aA S     
           

     (2.1.1-3) 

ここでは、ターゲットの地震の地震モーメント M0l は与えられた値を用い、ターゲットの

地震の短周期レベル Al については、既往の研究 (原子力規制庁, 2018) によるパラメータか

ら推定した値を直接用いることにした。また、ターゲットの地震の断層面積 Sl も与条件と

して既往の研究 (原子力規制庁, 2018) で設定した値を用いたので、(2.1.1-1)式～(2.1.1-3)式

に示した 3 つの関係式で、ターゲットの地震のアスペリティモデルにおける残りの 3 つの

断層パラメータ、平均応力降下量l、アスペリティ (強震動生成域) の応力降下量a、ア
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スペリティ (強震動生成域) の面積 Sa を求めることができる。 

一方、ターゲットの地震の短周期レベル Al を推定するために、まず要素地震の短周期レ

ベル As を求めた。要素地震の地震モーメント M0s とモーメントマグニチュード MWs は(2.1.1-

4)式を満たす。次に、Brune (1970) の-2 モデルを仮定した場合の、(2.1.1-5)式によるコーナ

ー振動数の値と、円形クラックの平均応力降下量を求める(2.1.1-6)式を用いて、要素地震の

断層面積 Ss、および要素地震の応力降下量s を算定した。さらに、要素地震の断層面積 Ss、

および要素地震の応力降下量s を用いて、(2.1.1-7)式より要素地震の短周期レベル As が求

まる。 

 
1.5 9.1

0 [N m] 10 WsM
sM                 (2.1.1-4) 

(7 /16) / 0.22Hzcs sf S              (2.1.1-5) 

1.5
0(7 /16) / ( / )s s sM S                 (2.1.1-6) 

2 1/24 ( / )s s sA S                 (2.1.1-7) 

要素地震の短周期レベル As が求まったので(2.1.1-8)式よりターゲットの地震の短周期レ

ベル Al が求まる。 

/ 13l sA A CN                        (2.1.1-8) 

ターゲットの地震の地震モーメント M0l、短周期レベル Al、ターゲットの地震の震源断層

面積 Sl が分かったので、(2.1.1-1)式～(2.1.1-3)式より、ターゲットの地震における、平均応

力降下量、アスペリティ (強震動生成域) の応力降下量a、アスペリティ (強震動生成

域) の面積 Sa が求まる。 

ほかに、ターゲットの地震の平均すべり量Dlは下記の(2.1.1-9)式より算定した。ここに、

剛性率は、既往の研究 (原子力規制庁, 2018) より、4.55×1010 N/m2とした。 

0l l lM D S                              (2.1.1-9) 

また、アスペリティ  (強震動生成域) の平均すべり量Daは、既往の研究  (原子力規制庁 , 

2018; 郭・他, 2018) による長周期インバージョン結果 (図2.1.1-1の大すべり域の領域A1) に

よるすべり分布を参考に与えた。 

最後に、背景領域の平均すべり量Dback、および実効応力backは下記の(2.1.1-10)式～(2.1.1-

11)式より算定した。ここに、Wback＝Wlとし、Wa=sqrt (Sa) とした。 

( ) / ( )back l l a a l aD D S D S S S           (2.1.1-10) 

( / ) / ( / )back back back a a aD W D W           (2.1.1-11) 

表 2.1.1-2 に要素地震の断層パラメータを示し、表 2.1.1-3 に本方法で設定したターゲット
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の地震のアスペリティモデルの断層パラメータを示す。 

ターゲットの地震の地震モーメント M0 と断層面積 S の関係を図 2.1.1-6 に、ターゲット

の地震の地震モーメント M0 と短周期レベル A の関係を図 2.1.1-7 に示す。ターゲットの地

震のアスペリティモデルの断層モデルを図 2.1.1-8 に示す。 

 

■ 第 1 から第 2 への遷移ステージの地震とした場合の断層モデル (円形クラック式+大す

べり域) 

ここでは、浅部断層における破壊が十分には成長していない第 1 ステージから第 2 ステ

ージへの遷移ステージの地震として断層モデルを設定した。平均応力降下量の算定式とし

ては、推本レシピと同様に Eshelby (1957)による円形クラック式を用い、さらに震源インバ

ージョン解析結果を参考に大すべり域を導入した。 

 

a) 浅部のみに大すべり域がある場合 (Case2) 

まず、地震調査研究推進本部によるプレート間地震の「レシピ」に基づいた場合と同様に、

ターゲットの地震の地震モーメント M0l は与えられた値を用い、ターゲットの地震の短周期

レベル Al については、既往の研究 (原子力規制庁, 2018) によるパラメータから推定した値

を直接用いることにした。また、ターゲットの地震の断層面積 Sl も与条件として既往の研

究 (原子力規制庁, 2018) で設定した値を用いたので、(2.1.1-1)式～(2.1.1-3)式に示した 3 つ

の関係式で、ターゲットの地震のアスペリティモデルにおける残りの 3 つの断層パラメー

タ、平均応力降下量l、アスペリティ (強震動生成域) の応力降下量a、アスペリティ (強

震動生成域) の面積 Sa を求めることができる。 

浅部の大すべり域のすべり量 D 浅部大と、浅部の大すべり域の面積 S 浅部大は、既往の研究 

(原子力規制庁, 2018; 郭・他, 2018) による長周期インバージョン結果による、すべり分布 

(図 2.1.1-1 の大すべり域の領域 A2、A3) を参考に与えた。また、深部には長周期インバー

ジョンからみられる大すべり域の領域 A1 にアスペリティ(強震動生成域)のみを設置し、そ

の平均すべり量 Da は、既往の研究 (原子力規制庁, 2018; 郭・他, 2018) による長周期インバ

ージョン結果 (図 2.1.1-1 の大すべり域の領域 A1) によるすべり分布を参考に与えた。 

最後に、背景領域の平均すべり量Dback、背景領域の実効応力back、および大すべり域の実

効応力大は下記の(2.1.1-12)式～(2.1.1-14)式より算定した。ここに、Wback＝Wlとし、Wa=sqrt 

(Sa) とした。 
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( ) / ( )back l l a a l aD D S D S D S S S S    浅部大 浅部大 浅部大      (2.1.1-12) 

( / ) / ( / )back back back a a aD W D W           (2.1.1-13) 

         back 浅部大                     (2.1.1-14) 

表 2.1.1-4 に、本方法で設定したターゲットの地震のアスペリティモデルの断層パラメー

タを示し、ターゲットの地震のアスペリティモデルの断層モデルを図 2.1.1-9 に示す。 

 

b) 浅部および深部ともに大すべり域がある場合 (Case3～Case5) 

ここでは、a) で設定した断層モデルにおいて、浅部および深部ともに、すなわち深部の

アスペリティ (強震動生成域) の周囲にも大すべり域がある場合について検討した。 

したがって、ターゲットの地震の地震モーメント M0l、短周期レベル Al、断層面積 Sl、平

均応力降下量l、アスペリティ (強震動生成域) の応力降下量a、アスペリティ (強震動

生成域) の面積 Sa は a) と同じである。 

深部および浅部の大すべり域のすべり量 D 大と、大すべり域の面積 S 大は既往の研究 (原

子力規制庁, 2018; 郭・他, 2018) による長周期インバージョン結果による、すべり分布 (図

2.1.1-1 の大すべり域の領域 A1、A2 および A3) を参考に与えた。また、深部の大すべり域

A1 の中にアスペリティ(強震動生成域)が位置していると考え、その平均すべり量 Da は、既

往の研究（原子力規制庁，2018、郭・他，2018）による長周期インバージョン結果（図 2.1.1-

1 の大すべり域の領域 A1）によるすべり分布を参考に与えた。すなわち、領域 A1 の地震モ

ーメントは、アスペリティ(強震動生成域)とその周囲の深部の大すべり域で負担することに

なる。 

最後に、背景領域の平均すべり量Dback、背景領域の実効応力back、および大すべり域の実

効応力大は下記の(2.1.1-15)式～(2.1.1-17)式より算定した。ここに、Wback＝Wlとし、Wa=sqrt 

(Sa) とした。 

( ) / ( )back l l lD D S D S S S  大 大 大         (2.1.1-15) 

( / ) / ( / )back back back a a aD W D W           (2.1.1-16) 

     back 大                    (2.1.1-17) 

以上より設定したターゲットの地震のアスペリティモデルを Case3 とし、断層パラメー

タを表 2.1.1-5 に示し、断層モデルを図 2.1.1-10 に示す。 

なお、Case3 では浅部および深部の大すべり域の実効応力を背景領域と同じに設定したこ

とに対して、Case4 では(2.1.1-18)式により大すべり域の実効応力を背景領域の 2 倍にした場
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合 (図 2.1.1-11) について、Case5 では(2.1.1-19)式により大すべり域の実効応力を背景領域

の 4 倍にした場合 (図 2.1.1-12) について検討した。 

 

         2 back 大                 (2.1.1-18) 

4 back 大                 (2.1.1-19) 

 

 

 

図2.1.1-1 2015年チリIllapel地震のすべり変位分布 (原子力規制庁, 2018; 郭・他, 2018) 
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図 2.1.1-2 2015 年チリ Illapel 地震の最大すべり速度分布と各小断層のすべり時間関数 

(原子力規制庁, 2018; 郭・他, 2018 の一部修正) 
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図 2.1.1-3 2015 年チリ Illapel 地震の本震の震央位置 (赤★印) とメカニズム解、余震の震

央位置 (黄☆印) とメカニズム解、および観測点 (▲印) の位置 
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図 2.1.1-4 2015 年チリ Illapel 地震の経験的グリーン関数法用のパラメータの見積り 

 

 

表 2.1.1-1 経験的グリーン関数法用のパラメータ 

経験的 

グリーン関数法用の 

パラメータ 

長周期側

の比率 

CN 3 

短周期側

の比率 

CN 

重ね 

合わせ数 

N 

応力降下

量の比 

C 

余震のコー

ナー振動数 

fc (Hz) 

本震(MW 8.3)/ 

余震(MW 6.4) 

708 13 7.4 

≒7 

1.8 0.22 

 

 

 

図 2.1.1-5 地震調査研究推進本部  (2005) の強震動予測レシピによるプレート間地震の断

層パラメータ算定手順 
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表 2.1.1-2 2015 年チリ Illapel 地震の余震 (要素地震) の断層パラメータ 

 

 

表 2.1.1-3 2015 年チリ Illapel 地震 (ターゲットの地震) のアスペリティモデルの断層パラ

メータ: 地震本部のレシピにより第 1 ステージの地震とした場合の断層モデル (円形クラ

ック、Case1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設定方法

モーメントマグニチュードM Ws 6.4 H30年度NRA安全研究報告書

地震モーメントM 0s  (N・m) 5.01E+18 M 0s [N・m]＝10 (̂1.5M Ws +9.1)

応力降下量⊿σs (MPa) 9.6 ⊿σs =(7/16)[(M 0s /(S s /)
1.5

]

断層面積S s  (km
2
) 117 S s = (7/16)( f c )

2
、ここには年度R安全研究報告書よりkm/s とした。

断層長さL s  (km) 11 L s =Ws =sqrt(S s )

断層幅Ws  (km) 11 L s =Ws =sqrt(S s )

平均すべり量D s (m) 0.9 D s=M 0s /( S s )、ここにμはH29年度NRA安全研究報告書より4.55×10
10

N/m
2
とした。

コーナー振動数f cs  (Hz) 0.22 本研究

短周期レベルA s  (N・m/s2) 9.58E+18 A s =4 S s / s

要素地震の断層パラメータ

設定方法

モーメントマグニチュードM Wl 8.3 H30年度NRA安全研究報告書

地震モーメントM 0l  (N・m) 3.55E+21 M 0l [N・m]＝10 (̂1.5M Wl +9.1)

短周期レベルA l  (N・m/s
2
) 1.24E+20 A l =A s CN、ここにCNはH30年度NRA安全研究報告書より13とした。

断層面積S l  (km
2
) 36000 S l =L l×Wl

断層長さL l  (km) 240 郭・他(2018, JEES)を参照

断層幅Wl  (km) 150 郭・他(2018, JEES)を参照

平均すべり量D l (m) 2.2 D l =M 0l /( S l )、ここにμはH30年度NRA安全研究報告書より4.55×10
10

N/m
2 
とした。

平均応力降下量⊿σl (MPa) 1.3 ⊿σl =(7/16)[(M 0l /(S l /)
1.5

]

アスペリティの面積S asp  (km
2
) 1131 S a =S⊿σ/⊿σa

アスペリティの長さL a  (km) 34 L a =Wa =sqrt(S a )

アスペリティの幅Wa  (km) 34 L a =Wa =sqrt(S a )

アスペリティの応力降下量⊿σa (MPa) 40.3 ⊿σa =A
2
S

0.5
/(7π

2.5
β

4
M 0)

アスペリティのすべり量D a (m) 3.6 郭・他(2018, JEES)を参照

アスペリティの地震モーメントM 0a (N・m) 1.85E+20 M 0a =D a S a、ここにμはH30年度NRA安全研究報告書より4.55×10
10

N/m
2
とした。

背景領域の地震モーメントM 0back

(N・m)
3.36E+21 M 0back =M 0l -M 0a

背景領域の面積S back 34869 S back =S l -S a

背景領域のすべり量D back (m) 2.1 D back=(S l D l -S a D a )/S back

背景領域の実効応力σback (MPa) 5.3  backD back /Wback (D a /Wa ) a

ターゲットの地震の断層パラメータ



 2.1.1-12

表 2.1.1-4 2015 年チリ Illapel 地震 (ターゲットの地震) のアスペリティモデルの断層パラ

メータ: 第 1 から第 2 への遷移ステージの地震とした場合の断層モデル (円形クラック式+

大すべり域): 浅部のみに大すべり域がある場合 (Case2) 

 

表 2.1.1-5 2015 年チリ Illapel 地震 (ターゲットの地震) のアスペリティモデルの断層パラ

メータ: 第 1 から第 2 への遷移ステージの地震とした場合の断層モデル (円形クラック式+

大すべり域): 浅部および深部ともに大すべり域がある場合 (Case3) 

 

設定方法

モーメントマグニチュードM Wl 8.3 H30年度NRA安全研究報告書

地震モーメントM 0l  (N・m) 3.55E+21 M 0l [N・m]＝10 (̂1.5M Wl +9.1)

短周期レベルA l  (N・m/s
2
) 1.24E+20 A l =A s CN、ここにCNはH30年度NRA安全研究報告書より13とした。

断層面積S l  (km
2
) 36000 S l =L l×Wl

断層長さL l  (km) 240 郭・他(2018, JEES)を参照

断層幅Wl  (km) 150 郭・他(2018, JEES)を参照

平均すべり量D l (m) 2.2 D l =M 0l /( S l )、ここにμはH30年度NRA安全研究報告書より4.55×10
10

N/m
2 
とした。

平均応力降下量⊿σl (MPa) 1.3 ⊿σl =(7/16)[(M 0l /(S l /)1.5]

アスペリティの面積S asp  (km
2
) 1131 S a =S⊿σ/⊿σa

アスペリティの長さL a  (km) 34 L a =Wa =sqrt(S a )

アスペリティの幅Wa  (km) 34 L a =Wa =sqrt(S a )

アスペリティの応力降下量⊿σa (MPa) 40.3 ⊿σa =A
2
S

0.5
/(7π

2.5
β

4
M 0)

アスペリティのすべり量D a (m) 3.6 郭・他(2018, JEES)を参照

アスペリティの地震モーメントM 0a (N・m) 1.85E+20 M 0a =D a S a、ここにμはH30年度NRA安全研究報告書より4.55×10
10

N/m
2
とした。

浅部の大すべり域のすべり量D 浅部大(m) 3.6 郭・他(2018, JEES)

浅部の大すべり域の面積S 浅部大 (km2) 5500 郭・他(2018, JEES)。

浅部の大すべり域の地震モーメント

M 0浅部大 (N・m)
9.01E+20 M 0大=D浅部大S 浅部大。ここにμはH30年度NRA安全研究報告書より4.55×1010N/m2

とした。

浅部の大すべり域の実効応力σ浅部大

(MPa)
4.6 浅部大 back

背景領域の地震モーメントM 0back

(N・m)
2.46E+21 M 0back =M 0l -M 0a -M 0浅部大

背景領域の面積S back 29369 S back =S l -S a -S 浅部大

背景領域のすべり量D back (m) 1.8 D back=(S l D l -S a D a -S 浅部大D浅部大)/S back

背景領域の実効応力σback (MPa) 4.6  backD back /Wback (D a /Wa ) a

ターゲットの地震の断層パラメータ

設定方法

モーメントマグニチュードM Wl 8.3 H30年度NRA安全研究報告書

地震モーメントM 0l  (N・m) 3.55E+21 M 0l [N・m]＝10 (̂1.5M Wl +9.1)

短周期レベルA l  (N・m/s
2
) 1.24E+20 A l =A s CN、ここにCNはH30年度NRA安全研究報告書より13とした。

断層面積S l  (km
2
) 36000 S l =L l×Wl

断層長さL l  (km) 240 郭・他(2018, JEES)を参照

断層幅Wl  (km) 150 郭・他(2018, JEES)を参照

平均すべり量D l (m) 2.2 D l =M 0l /( S l )、ここにμはH30年度NRA安全研究報告書より4.55×10
10

N/m
2 
とした。

平均応力降下量⊿σl (MPa) 1.3 ⊿σl =(7/16)[(M 0l /(S l /)
1.5

]

アスペリティの面積S asp  (km
2
) 1131 S a =S⊿σ/⊿σa

アスペリティの長さL a  (km) 34 L a =Wa =sqrt(S a )

アスペリティの幅Wa  (km) 34 L a =Wa =sqrt(S a )

アスペリティの応力降下量⊿σa (MPa) 40.3 ⊿σa =A
2
S

0.5
/(7π

2.5
β

4
M 0)

アスペリティのすべり量D a (m) 3.6 郭・他(2018, JEES)を参照

アスペリティの地震モーメントM 0a (N・m) 1.85E+20 M 0a =D a S a、ここにμはH30年度NRA安全研究報告書より4.55×10
10

N/m
2
とした。

大すべり域のすべり量D 大 (m) 3.6 郭・他(2018, JEES)

大すべり域の面積S 大 (km
2
) 7300 郭・他(2018, JEES)。ここに、S 大の中にはS aが含まれている。

大すべり域の地震モーメントM 0大

(N・m)
1.20E+21

M 0大=D大S 大。ここにμはH30年度NRA安全研究報告書より4.55×10
10

N/m
2
とした。ここに、

M 0大の中にはM 0aが含まれている。

大すべり域の実効応力σ大(MPa) 4.5 大 back

背景領域の地震モーメントM 0back

(N・m)
2.35E+21 M 0back =M 0l -M 0大

背景領域の面積S back 28700 S back =S l -S 大

背景領域のすべり量D back (m) 1.8 D back=(S l D l -S 大D 大)/S back

背景領域の実効応力σback (MPa) 4.5  backD back /Wback (D a /Wa ) a

ターゲットの地震の断層パラメータ
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図 2.1.1-6 2015 年チリ Illapel 地震の地震モーメントと断層面積との関係 

 

 

 

図 2.1.1-7 2015 年チリ Illapel 地震の地震モーメントと短周期レベルとの関係 
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図 2.1.1-8 地震本部のレシピにより第 1 ステージの地震とした場合の断層モデル (円形ク

ラック、Case1) 

 

 

 

図 2.1.1-9 第 1 から第 2 への遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル (円形クラ

ック式+大すべり域): 浅部のみに大すべり域がある場合 (Case2) 
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図 2.1.1-10 第 1 から第 2 への遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル (円形クラ

ック式+大すべり域): 浅部および深部ともに大すべり域がある場合 (Case3: 大＝back) 

 

 

 

図 2.1.1-11 第 1 から第 2 への遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル (円形クラ

ック式+大すべり域): 浅部および深部ともに大すべり域がある場合 (Case4: 大＝2back) 
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図 2.1.1-12 第 1 から第 2 への遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル (円形クラ

ック式+大すべり域): 浅部および深部ともに大すべり域がある場合 (Case5: 大＝4back) 
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2.1.2 2015 年チリ Illapel 地震の地震動再現解析 

 

Dan et al. (1989) による経験的グリーン関数法を用いて、2015 年チリ Illapel 地震の地震動

再現解析を行った。図 2.1.2-1 に、2015 年チリ Illapel 地震（ターゲットの地震）の、地震本

部のレシピにより第 1 ステージの地震とした場合の断層モデル（円形クラック、Case1）の

断層面と要素地震の震央の位置を示す。図中、星印（★印）はアスペリティモデルの破壊開

始点で、三角印は計算地点である。同様に、図 2.1.2-2 に、第 1 から第 2 への遷移ステージ

の地震とした場合の（円形クラック式+大すべり域）のうち浅部のみに大すべり域がある場

合（Case2）の断層モデルを、図 2.1.2-3 に、第 1 から第 2 への遷移ステージの地震とした場

合の（円形クラック式+大すべり域）のうち浅部および深部ともに大すべり域がある場合

（Case3～Case5）の断層モデルを示す。 

2015年チリIllapel地震のCase1のアスペリティモデルによる各観測点における合成結果を

図2.1.2-4～図2.1.2-16に、Case2のアスペリティモデルによる合成結果を図2.1.2-17～図2.1.2-

29に、Case3のアスペリティモデルによる合成結果を図2.1.2-30～図2.1.2-42に、Case4のアス

ペリティモデルによる合成結果を図2.1.2-43～図2.1.2-55に、Case5のアスペリティモデルに

よる合成結果を図2.1.2-56～図2.1.2-68に示す。上から順番に、各観測点における加速度時刻

歴、速度時刻歴、変位時刻歴および減衰定数5%の擬似速度応答スペクトルを示す。 

Case1～Case3の各観測点における速度波形および減衰定数5%の擬似速度応答スペクトル

を図2.1.2-69～図2.1.2-81に比較する。図より、地震本部のレシピにより第1ステージの地震

としたモデル化した場合（Case1）と、第1から第2への遷移ステージの地震としてモデル化

した場合（円形クラック式+大すべり域：Case2とCase3）の結果は、同程度であり、いずれ

も1秒以下の短周期側の観測記録を良く説明できていることがわかった。また大すべり域が

浅部のみにある場合（Case2）と、浅部および深部ともにある場合（Case3）の差はほとんど

ない。 

Case3～Case5の各観測点における速度波形および減衰定数5%の擬似速度応答スペクトル

を図2.1.2-82～図2.1.2-94に比較する。図より、大すべり域の実効応力を背景領域の実効応力

の2倍にした場合（Case4）と4倍にした場合（Case5）の結果は、背景領域の実効応力と同じ

にした場合（Case3）に比べて、大きく変わらないことから、大すべり域に背景領域と同程

度の実効応力を設定すべきかどうかの判断まではできなかった。 

本検討のアスペリティモデルによる地震動解析結果は、昨年度のSMGAモデル（原子力規



 2.1.2-2

制庁，2018）に比べて継続時間が長くなっていて、より観測記録に近づいているが、中間周

期の過小評価については引き続き改善する必要があると考えられる。 

本検討では、断層面の深部に応力降下量が高い 1 つのアスペリティ（強震動生成域）を

設定していて、残りの部分は実効応力の小さい背景領域（および大すべり域）でモデル化

しているが、震源インバージョン結果で示している浅い側のすべり量が大きい領域を、大

すべり域ではなく、アスペリティ（強震動生成域）としてモデル化した場合、中間周期が

改善できるかどうかにについても検討してみる必要がある。 

さらに、短周期側は本検討による経験的グリーン関数法で、2 秒以上の長周期側につい

ては、長周期インバージョンに基づいた理論計算を行い、最終的にハイブリッド法で合成

することで中間周期の過小評価を改善する方法も考えられる。 

  



 2.1.2-3

 

図2.1.2-1 地震本部のレシピにより第1ステージの地震とした場合の断層モデル（Case1）に

よる2015年チリIllapel地震の地震動再現解析（破壊開始点：★印、要素地震の震源位置：☆

印、観測点：▲印） 
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図 2.1.2-2 第 1 から第 2 への遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラ

ック式+大すべり域：浅部のみ）（Case2）による 2015 年チリ Illapel 地震の地震動再現解析

（破壊開始点：★印、要素地震の震源位置：☆印、観測点：▲印） 
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図2.1.2-3 第1から第2への遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック

式+大すべり域：浅部および深部）（Case3～Case5）による2015年チリIllapel地震の地震動再

現解析（破壊開始点：★印、要素地震の震源位置：☆印、観測点：▲印） 
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図2.1.2-4 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリIllapel地震のC01O

観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応

答スペクトル） 
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図2.1.2-5 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリIllapel地震のC09O

観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応

答スペクトル） 
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図2.1.2-6 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリIllapel地震のC19O

観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応

答スペクトル） 
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図2.1.2-7 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリIllapel地震のC20O

観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応

答スペクトル） 
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図2.1.2-8 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリIllapel地震のC26O

観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応

答スペクトル） 
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図2.1.2-9 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリIllapel地震のC33O

観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応

答スペクトル） 
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図2.1.2-10 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリ Illapel地震の

CO03観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似

速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-11 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリ Illapel地震の

R12M観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似

速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-12 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリ Illapel地震の

R13M観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似

速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-13 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリ Illapel地震の

R18M観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似

速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-14 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリ Illapel地震の

R21M観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似

速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-15 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリ Illapel地震の

V02A観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似

速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-16 地震本部のレシピによる断層モデル（Case1）による2015年チリ Illapel地震の

V17A観測点における合成結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似

速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-17 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のC01O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-18 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のC09O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-19 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のC19O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-20 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のC20O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-21 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のC26O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-22 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のC33O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-23 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のCO03観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-24 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のR12M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-25 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のR13M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-26 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のR18M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-27 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のR21M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-28 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のV02A観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-29 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部のみの

大すべり域：Case2）による2015年チリIllapel地震のV17A観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-30 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域：Case3）による2015年チリIllapel地震のC01O観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-31 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域：Case3）による2015年チリIllapel地震のC09O観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-32 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域：Case3）による2015年チリIllapel地震のC19O観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-33 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域： Case3）による2015年チリIllapel地震のC20O観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-34 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域： Case3）による2015年チリIllapel地震のC26O観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-35 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域： Case3）による2015年チリIllapel地震のC33O観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-36 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域： Case3）による2015年チリIllapel地震のCO03観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-37 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域：Case3）による2015年チリIllapel地震のR12M観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-38 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域：Case3）による2015年チリIllapel地震のR13M観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-39 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域：Case3）による2015年チリIllapel地震のR18M観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-40 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域：Case3）による2015年チリIllapel地震のR21M観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-41 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域：Case3）による2015年チリIllapel地震のV02A観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-42 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（円形クラック式+浅部および

深部の大すべり域：Case3）による2015年チリIllapel地震のV17A観測点における合成結果（上

段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-43 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のC01O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-44 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のC09O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-45 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のC19O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-46 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のC20O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-47 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のC26O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-48 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のC33O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-49 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のCO03観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-50 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による図2.1.2-50 2015年チリIllapel地震のR12M観測点における合成

結果（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-51 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のR13M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-52 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のR18M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-53 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のR21M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-54 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のV02A観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-55 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の2倍：Case4）による2015年チリIllapel地震のV17A観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-56 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のC01O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-57 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のC09O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-58 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のC19O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-59 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のC20O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-60 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のC26O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-61 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のC33O観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-62 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のCO03観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-63 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のR12M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-64 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のR13M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-65 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のR18M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-66 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のR21M観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-67 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のV02A観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-68 遷移ステージの地震としたした場合の断層モデル（大すべり域の実効応力を背

景領域の4倍：Case5）による2015年チリIllapel地震のV17A観測点における合成結果（上段か

ら、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 

 

 

 

 



 2.1.2-71

 

図2.1.2-69 2015年チリIllapel地震のC01O観測点における合成結果のCase1からCase3の比較 

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-70 2015年チリIllapel地震のC09O観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-71 2015年チリIllapel地震のC19O観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-72 2015年チリIllapel地震のC20O観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-73 2015年チリIllapel地震のC26O観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-74 2015年チリIllapel地震のC33O観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-75 2015年チリIllapel地震のCO03観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-76 2015年チリIllapel地震のR12M観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-77 2015年チリIllapel地震のR13M観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-78 2015年チリIllapel地震のR18M観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-79 2015年チリIllapel地震のR21M観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-80 2015年チリIllapel地震のV02A観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-81 2015年チリIllapel地震のV17A観測点における合成結果のCase1からCase3の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-82 Illapel地震のC01O観測点における合成結果のCase3からCase5の比較（上段：速

度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-83 2015年チリIllapel地震のC09O観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-84 2015年チリIllapel地震のC19O観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-85 2015年チリIllapel地震のC20O観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-86 2015年チリIllapel地震のC26O観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-87 2015年チリIllapel地震のC33O観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-88 2015年チリIllapel地震のCO03観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-89 2015年チリIllapel地震のR12M観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-90 2015年チリIllapel地震のR13M観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-91 2015年チリIllapel地震のR18M観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-92 2015年チリIllapel地震のR21M観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-93 2015年チリIllapel地震のV02A観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.2-94 2015年チリIllapel地震のV17A観測点における合成結果のCase3からCase5の比較

（上段：速度時刻歴、下段：擬似速度応答スペクトル） 
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2.2 プレート間地震のスケーリング則等の検討 

 

2.2.1 プレート間地震の地震動特性の調査 

 

(1) Crouse (1991) 

 Crouse (1991) は、日本、中部チリ、ペルー、メキシコ、北西太平洋、およびアラスカのプ

レート間地震の GMPE (Ground Motion Prediction Equation: 地震動予測式) を作成した。 

表2.2.1-1に、Crouse (1991) がプレート間地震のGMPEの作成に用いた観測記録の数、マグ

ニチュード、震央距離、および震源深さを示す。 

Crouse (1991) がプレート間地震の GMPE に採用した式は、 

2
1 2 3 4 5 6 7ln(PGA) p p M p M p ln(R p exp(p M)) p h       (2.2.1-1) 

である。ここに、M はモーメントマグニチュード、R (km) はエネルギー中心までの距離、

h (km) は震源深さ、pi (i=1～7) は回帰係数である。 

表2.2.1-2に、Crouse (1991) によるプレート間地震のGMPEの回帰係数と残差を示す。また、

図2.2.1-1に、Crouse (1991) によるプレート間地震のGMPEと観測記録との比較を示す。 
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表2.2.1-1 Crouse (1991) がプレート間地震のGMPEの作成に用いた観測記録の数、マグニチ

ュード、震央距離、および震源深さ 

 

 

表2.2.1-2 Crouse (1991) によるプレート間地震のGMPEの回帰係数と残差 
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図2.2.1-1 Crouse (1991) によるプレート間地震のGMPEと観測記録との比較 
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(2) Youngs et al. (1997) 

Youngs et al. (1997) は、モーメントマグニチュードが5以上で、震源距離が10～500kmの

プレート間地震とスラブ内地震の最大加速度と加速度応答スペクトルのGMPEを作成した。 

図2.2.1-2に、Youngs et al. (1997) がプレート間地震のGMPEを作成するのに用いた地震の

モーメントマグニチュードと震源距離との関係を示す。 

Youngs et al. (1997) が用いたGMPEは、 
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 (2.2.1-2) 

である。ここに、iは地震番号、jは観測点番号、PGAは水平2成分の最大加速度の幾何平均 (単

位はg: 重力加速度)、SAは加速度応答スペクトル、Mはモーメントマグニチュード、rrupは震

源距離 (単位はkm)、Hは震源深さ(単位はkm)、C1～C9とB1～B3および1～2は回帰係数であ

る。また、プレート間地震のときZT=0、スラブ内地震のときZT=1である。 

表2.2.1-3に、Youngs et al. (1997) が求めた沈み込み帯の地震のGMPEの回帰係数を示す。

また、図2.2.1-3に、Youngs et al. (1997) によるプレート間地震のGMPEの例を示す。 
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図2.2.1-2 Youngs et al. (1997) がプレート間地震のGMPEを作成するのに用いた地震のモー

メントマグニチュードと震源距離との関係 
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表2.2.1-3 Youngs et al. (1997) が求めた沈み込み帯の地震のGMPEの回帰係数 (ZT=0はプレ

ート間地震、ZT=1はスラブ内地震) 
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図2.2.1-3 Youngs et al. (1997) によるプレート間地震のGMPEの例 
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(3) Hong et al. (2009) 

 Hong et al. (2009) は、メキシコの沈み込み帯で発生した地震記録を用いて、プレート間地

震のGMPEとスラブ内地震のGMPEを求めた。プレート間地震は40地震で、モーメントマグ

ニチュードは5～8、震源深さは8～29km、記録数は418である。 

 Hong et al. (2009) が採用したプレート間地震のGMPEは、下のGarcia (2006) が用いた式で

ある。 

6
10 1 2 3 4 10 5 7log log ( 10 )Wc M

WY c c M c R c R c c H         (2.2.1-3) 

ここに、Y (cm/s2) は、最大応答スペクトルAmaxR (Tn)、幾何平均応答スペクトルAGM (Tn)、二

乗和平方根応答スペクトルAQM (Tn)、または最大加速度PGAで、ci (i=1,…,7) は回帰係数、MW

はモーメントマグニチュード、R (km) はMW＞6.0のとき断層面までの最短距離で、それ以外

のとき震源距離、H (km) は震源深さ、は標準偏差がの残差で、rを地震内の標準偏差、

eを地震間の標準偏差として、=(r
2+e

2)0.5である。また、 

4 1.82 0.16 wc M   (2.2.1-4) 

である。 

表2.2.1-4にHong et al. (2009) が求めたプレート間地震の最大応答スペクトルAmaxR (Tn) の

GMPEの回帰係数を、表2.2.1-5に幾何平均応答スペクトルAGM(Tn)のGMPEの回帰係数を、表

2.2.1-6に二乗和平方根応答スペクトルAQM(Tn)のGMPEの回帰係数を示す。また、図2.2.1-4に

Hong et al. (2009) によるプレート間地震のGMPEの例を示す。 
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表2.2.1-4 Hong et al. (2009) が求めたプレート間地震の最大応答スペクトルAmaxR(Tn)の

GMPEの回帰係数 
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表2.2.1-5 Hong et al. (2009) が求めたプレート間地震の幾何平均応答スペクトルAGM(Tn)の

GMPEの回帰係数 

 

 

表2.2.1-6 Hong et al. (2009) が求めたプレート間地震の二乗和平方根応答スペクトル

AQM(Tn)のGMPEの回帰係数 
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図2.2.1-4 Hong et al. (2009) によるプレート間地震のGMPEの例 
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(4) Arroyo et al. (2010) 

 Arroyo et al. (2010) は、Garcia et al. (2009) によるメキシコのプレート間地震の記録 (1985

年～2004年に発生したモーメントマグニチュード5.0以上の地震による記録) を用いて、最

大加速度と加速度応答スペクトルのGMPEを作成した。 

図2.2.1-5に、Arroyo et al. (2010) がメキシコのプレート間地震のGMPEを作成するのに用

いた地震の震央 (〇印) と観測点 (▲印) を、図2.2.1-6に、地震のモーメントマグニチュー

ドと断層最短距離を示す。 

Arroyo et al. (2010) が用いたGMPEは、 
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 (2.2.1-5) 

である。ここに、i (T)は回帰係数、MWはモーメントマグニチュード、Rは断層面までの最

短距離、r0は 

2 5 2.3026
0 1.4447×10 Mwr e  (2.2.1-6) 

である。 

表2.2.1-7に、Arroyo et al. (2010) によるメキシコのプレート間地震のGMPEの回帰係数を

示す。また、図2.2.1-7に、Arroyo et al. (2010) によるメキシコのプレート間地震のGMPEの

例を示す。 

 

 

図2.2.1-5 Arroyo et al. (2010) がメキシコのプレート間地震のGMPEを作成するのに用いた

地震の震央 (〇印) と観測点 (▲印) 
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図2.2.1-6 Arroyo et al. (2010) がメキシコのプレート間地震のGMPEを作成するのに用いた

地震のモーメントマグニチュードと断層最短距離 
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表2.2.1-7 Arroyo et al. (2010) によるメキシコのプレート間地震のGMPEの回帰係数 
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図2.2.1-7 Arroyo et al. (2010) によるメキシコのプレート間地震のGMPEの例 
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(5) Contreras and Boroschek (2012) 

 Contreras and Boroschek (2012) は、2010年チリMaule地震 (Mw 8.8) を含む1985年～2010

年にチリで発生したプレート間地震のGMPEを作成した。 

図2.2.1-8に、Contreras and Boroschek (2012) がチリのプレート間地震のGMPEの作成に用

いた地震の震央 (赤丸印) と観測点 (▲印) を、図2.2.1-9に、観測記録のモーメントマグニ

チュードと断層最短距離を示す。 

Contreras and Boroschek (2012) が用いたGMPEは、 

10 1 2 3 4 10 5log ( ) log ( )WY C C M C H C R g R C Z       (2.2.1-7) 

である。ここに、Yは最大加速度 (PGA) もしくは加速度応答スペクトル (SA) である。いず

れも水平2成分の幾何平均で単位は重力加速度である。MWはモーメントマグニチュード、H

は震源深さ (単位はkm)、Rは 2 2
rupR R   でRrupは断層面までの最短距離 (単位はkm)、は

震源近傍における頭打ちの項で=C610C7Mw、gは幾何減衰項でg=C8+C9MWである。岩盤では

Z=0、地盤ではZ=1である。Ci (i=1,…,9) は回帰係数である。 

表2.2.1-8に、Contreras and Boroschek (2012) によるチリのプレート間地震のGMPEの回帰

係数を、図2.2.1-10に、チリのプレート間地震のGMPEと観測記録の加速度応答スペクトルの

比較を示す。 
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図2.2.1-8 Contreras and Boroschek (2012) がチリのプレート間地震のGMPEの作成に用いた

地震の震央 (赤丸印) と観測点 (▲印) 

 

 

図2.2.1-9 Contreras and Boroschek (2012) がチリのプレート間地震のGMPEの作成に用いた

観測記録のモーメントマグニチュードと断層最短距離 
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表2.2.1-8 Contreras and Boroschek (2012) によるチリのプレート間地震のGMPEの回帰係数 
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図2.2.1-10 Contreras and Boroschek (2012) によるチリのプレート間地震のGMPEと観測記

録の加速度応答スペクトルの比較 
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(6) Rodriguez-Perez (2014) 

Rodriguez-Perez (2014) は、メキシコのプレート間地震 (モーメントマグニチュード5.1～

8.0、震源深さ6～20km、8地震) と正断層で起ったスラブ内地震 (モーメントマグニチュー

ド5.0～7.2、震源深さ32.2～198km、25地震) の観測記録を用いて、GMPEを作成した。 

図2.2.1-11に、Rodriguez-Perez (2014) がメキシコのプレート間地震のGMPEの作成に用い

た震央位置と観測点を、図2.2.1-12に地震記録のマグニチュードと距離を示す。 

Rodriguez-Perez (2014) が採用した式はGarcia et al. (2005) による下式である。 

1 2 3 4 5log logWY c c M c H c R c R        (2.2.1-8) 

ここに、Yは最大速度 (cm/s)、最大加速度 (cm/s2)、または擬似加速度応答スペクトル (cm/s2)

で水平2成分の二乗和平方根である。Hは震源深さ (km)、Rは断層面までの平均距離 (km) で

R=(D2
fault+2)0.5で定義される (Atkinson and Boore, 2003)。 6.5WM  のとき、Dfaultは断層面ま

での最短距離、それ以外のとき震源距離である。はAtkinson and Boore (2003) により定義

された震源近傍における頭打ち項で、=0.00750×100.507 MWである。また、ciは回帰係数、

は残差の標準偏差で、地震内の偏差をr、地震間の偏差をeとすると=(2
r+2

e)0.5と表され

る。 

表2.2.1-9に、Rodriguez-Perez (2014) が求めたメキシコのプレート間地震のGMPEの回帰係

数を示す。また、図2.2.1-13に、Rodriguez-Perez (2014) によるメキシコのプレート間地震の

GMPEの例 (破線はArroyo et al., 2010によるGMPE) を示す。 
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図2.2.1-11 Rodriguez-Perez (2014) がメキシコのプレート間地震のGMPEの作成に用いた震

央位置と観測点 

 

 

図2.2.1-12 Rodriguez-Perez (2014) がメキシコのプレート間地震のGMPEの作成に用いた地

震記録のマグニチュードと距離 
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表2.2.1-9 Rodriguez-Perez (2014) が求めたメキシコのプレート間地震のGMPEの回帰係数 

 

 

 

図2.2.1-13 Rodriguez-Perez (2014) によるメキシコのプレート間地震のGMPEの例 (破線は

Arroyo et al., 2010によるGMPE) 
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(7) Haendel et al. (2014) 

Haendel et al. (2014) は、チリのプレート間地震とスラブ内地震の観測記録を用いてGMPE

を作成した。 

図2.2.1-14に、Haendel et al. (2014) がチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPEを作

成するために用いた観測記録のモーメントマグニチュードと距離を示す。 

Haendel et al. (2014) が採用したGMPEは、 
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 (2.2.1-9) 

である。ここに、Zは最大加速度PGA (cm/s2)、MWはモーメントマグニチュード、rrupは断層

までの距離、hは震源深さ、a, b, c, d, e, qi, qs, si, ss, sslおよびxは回帰係数、iとsはそれぞれプ

レート間地震とスラブ内地震に関する添字、sslはスラブ内地震のときに複雑な伝播経路を考

慮するマグニチュードによらない項である。xはNEHRPのサイトクラスの項、は地震内の

誤差、は地震間の誤差である。 

回帰結果は論文にはなく、別途、インターネット上で公開されている。 

 

 

 

図2.2.1-14 Haendel et al. (2014) がチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPEを作成す

るために用いた観測記録のモーメントマグニチュードと距離 
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(8) Abrahamson et al. (2016) 

 Abrahamson et al. (2016) は、63のスラブ内地震 (5.0 7.9)M   による2590の記録と、43の

プレート間地震 (6.0 8.4) M  による953の記録を用いて、GMPEを作成した。距離は300 km

以内で、モーメントマグニチュードが8を超えるとマグニチュードのスケーリングが変わる

ことも考慮している。 

図2.2.1-15に、Abrahamson et al. (2016) がプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの作成

のために用いた記録のモーメントマグニチュードと距離を示す。 

Abrahamson et al. (2016) が採用したGMPEは、 

1 4 1 2 3 4 9

6 1100 30

ln( ) ( ( 7.8)) ln( exp( ( 6)))

( ) ( ) ( , )

interface rup

rup mag FABA rup site S

Sa C M R C M

R f M f R f PGA V

     



      

   
 (2.2.1-10) 

1 4 1 2 14 4 9

6 10 1100 30

ln( ) ( 3( 7.8)) ln( exp( ( 6)))

( ) ( ) ( ) ( , )

slab event hypo

hypo event mag depth h FABA hypo site S

Sa C F M R C M

R F f M f Z f R f PGA V

      

 

       

     
 

 (2.2.1-11) 

である。ここに、 

Sa: 加速度応答スペクトル (単位はg: 重力加速度) 

M: モーメントマグニチュード 

Rrup: 断層最短距離 (km) 

Rhypo: 震源距離 (km) 

Zh: 震源深さ (km) 
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である。また、マグニチュードの項は、 
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 (2.2.1-12) 

である。ここに、C1=7.8である。C1はマグニチュードのスケーリングが変わることを考慮

する回帰係数で、はじめは0.0であるが、巨大地震の記録から、周期依存の値で表されるこ

とになった。震源深さの項は、 

11( ) (min( ,120) 60)depth h h eventf Z Z F   (2.2.1-13) 
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で、前弧/背弧の項は、 
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である。サイト特性の項は、 
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 (2.2.1-15) 

である。ここに、PGA1000はVS30=1,000m/sのときの最大加速度PGAの中央値で、 
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である。 

表2.2.1-10に、Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの

回帰係数のうち周期によらない係数を、表2.2.1-11に、GMPEの回帰係数のうち周期による係

数を示す。また、表2.2.1-12に、Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震のGMPEで使

用が推奨されている回帰係数C1を、図2.2.1-16に、Abrahamson et al. (2016) により用いるこ

とが推奨されている回帰係数C1の影響を示す。 

図2.2.1-17に、Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震のGMPEの例を示す。 
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図2.2.1-15 Abrahamson et al. (2016) がプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの作成のた

めに用いた記録のモーメントマグニチュードと距離 

 

表2.2.1-10 Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの回帰

係数のうち周期によらない係数 
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表2.2.1-11 Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの回帰

係数のうち周期による係数 
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表2.2.1-12 Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震のGMPEで使用が推奨されてい

る回帰係数C1 

 

 

 

図2.2.1-16 Abrahamson et al. (2016) により用いることが推奨されている回帰係数C1の影

響 
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図2.2.1-17 Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震のGMPEの例 
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(9) Idini et al. (2017) 

Idini et al. (2017) は、チリで発生した65のプレート間地震の369の観測記録および38のス

ラブ内地震の114の観測記録を用いてGMPEを作成した。 

図2.2.1-18に、Idini et al. (2017) がチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPEを作成す

るために用いた地震を示す。 

 Idini et al. (2017) が採用したGMPEは、 

10log ( , , ) ( , , )F W eve D W eve SY F M H F F R M F F    (2.2.1-17) 

である。ここに、Yは最大加速度または加速度応答スペクトルで単位はg (重力加速度)、FFは

震源項、FDは伝播特性、FSはサイト特性である。また、MWはモーメントマグニチュード、

Hは震源深さ、Feveはプレート間地震のとき0でスラブ内地震のとき1、Rはスラブ内地震かMW

＜7.7のプレート間地震のとき震源距離、 7.7WM  のプレート間地震のとき断層最短距離で

ある。 

震源項FFは、 

1 2 8( , , ) ( )F w eve w o eve MF M H F c c M c H h F f      (2.2.1-18) 

である。ここに、 
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 (2.2.1-19) 

で、ho=50kmである。また、FDは 

10 5( , , ) log ( )D w eve oF R M F g R R c R    (2.2.1-20) 

で、 7[ ]
6(1 ) 10 W rc M M

o eveR F c    、 3 4 3( [ ] )W r eveg c c M M c F    、Mr=5である。ci (i=1,2,…,9) と 

cj (j=1,2,3) は回帰係数である。 

表2.2.1-13に、Idini et al. (2017) が求めたチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの 

第一段階の回帰係数を、表2.2.1-14に第二段階の回帰係数を示す。また、図2.2.1-19に、Idini 

et al. (2017) によるチリのプレート間地震のGMPEの例を示す。 
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図2.2.1-18 Idini et al. (2017) がチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPEを作成する

ために用いた地震 
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表2.2.1-13 Idini et al. (2017) が求めたチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPE (第一

段階) の回帰係数 
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表2.2.1-14 Idini et al. (2017) が求めたチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPE (第二

段階) の回帰係数 

 

 

 

図2.2.1-19 Idini et al. (2017) によるチリのプレート間地震のGMPEの例 
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2.2.2 プレート間地震のスケーリング則の調査 

 

(1) Kanamori and Anderson (1975) 

Kanamori and Anderson (1975) は、プレート間地震とプレート内地震の断層パラメータの

スケーリング則を調べた。 

図2.2.2-1に、Kanamori and Anderson (1975) によるプレート間地震とプレート内地震の地

震モーメントと断層面積との関係を示す。図より、断層面積の対数と地震モーメントの対数

は顕著な線形関係 (勾配はぼぼ2/3) があり、円形クラックの式を適用すると、プレート間地

震で応力降下量は30 bar、プレート内地震で100 barであることがわかる。 

 

 

図2.2.2-1 Kanamori and Anderson (1975) によるプレート間地震  (黒丸) とプレート内地震

(白丸) の地震モーメントと断層面積との関係 
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(2) Fujii and Matsu’ura (2000) 

 Fujii and Matsu’ura (2000) は、最近の140年間にプレート境界で発生した67の地震を4つの

グループに分類した。この4つのグループとは、横ずれ断層によるプレート間地震、横ずれ

断層によるプレート内地震、島弧の沈み込み帯で発生するプレート間地震、大陸の縁の沈み

込み帯で発生するプレート間地震である。 

 図2.2.2-2に、Fujii and Matsu’ura (2000) がプレート間地震のスケーリング則を求めるため

に用いた地震の断層面積と地震モーメントとの関係を、表2.2.2-1にデータを、図2.2.2-3に地

震の震央を示す。 

図2.2.2-4に、Fujii and Matsu’ura (2000) による地震モーメントと断層長さとの関係を示

す。(a)は島弧の沈み込み帯で発生するプレート間地震のもので、(b)は大陸の縁で発生する

プレート間地震のものである。 

図2.2.2-5に、Fujii and Matsu’ura (2000) による島弧で発生するプレート間地震の断層幅と

断層長さとの関係および平均すべり量と断層長さとの関係を、図2.2.2-6に、大陸の縁で発生

するプレート間地震の断層幅と断層長さとの関係および平均すべり量と断層長さとの関係

を示す。 

図より、島弧の沈み込み帯で発生するプレート間地震は、断層幅に120 kmの頭打ちがあ

り、長さが200 kmを超えると長さの3乗と地震モーメントとの比例関係がくずれること、大

陸の縁の沈み込み帯で発生するプレート間地震には、現在のデータベース (断層幅200km以

下、断層長さ1000km以下) では、そのような断層幅の頭打ちは見られないことがわかる。 
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図2.2.2-2 Fujii and Matsu’ura (2000) がプレート間地震のスケーリング則を求めるために用

いた地震の断層面積と地震モーメントとの関係 

 

表2.2.2-1 Fujii and Matsu’ura (2000) がプレート間地震のスケーリング則を調べた地震のデ

ータ 
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図2.2.2-3 Fujii and Matsu’ura (2000) がスケーリング則を調べた地震の震央 

 

 

図2.2.2-4 Fujii and Matsu’ura (2000) による地震モーメントと断層長さとの関係 

(a)島弧の沈み込み帯で発生するプレート間地震 (b)大陸の縁で発生するプレート間地震 

 



 

2.2.2-5 
 

 

図2.2.2-5 Fujii and Matsu’ura (2000) による島弧で発生するプレート間地震の断層幅と断層

長さとの関係および平均すべり量と断層長さとの関係 

 

 

図2.2.2-6 Fujii and Matsu’ura (2000) による大陸の縁で発生するプレート間地震の断層幅と

断層長さとの関係および平均すべり量と断層長さとの関係 
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(3) Somerville・他 (2002) 

Somerville・他 (2002) は、プレート間地震の断層パラメータのスケーリング則を求めて、

内陸地殻内地震のスケーリング則と比較した。 

表2.2.2-2にSomerville・他 (2002) がプレート間地震の断層パラメータのスケーリング則を

求めるために用いた地震を、表2.2.2-3にそのデータを示す。また、表2.2.2-4にSomerville・他 

(2002) が求めたプレート間地震の断層パラメータのスケーリング則を、表2.2.2-5にプレー

ト間地震の断層パラメータのスケーリング則と内陸地殻内地震のスケーリング則との比較

を示す。 

 

 

表2.2.2-2 Somerville・他 (2002) がプレート間地震の断層パラメータのスケーリング則を求

めるために用いた地震 
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表2.2.2-3 Somerville・他 (2002) がプレート間地震の断層パラメータのスケーリング則を求

めるために用いたデータ 

 

 

 

表2.2.2-4 Somerville・他 (2002) が求めたプレート間地震の断層パラメータのスケーリン

グ則 
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表2.2.2-5 Somerville・他 (2002) が求めたプレート間地震の断層パラメータのスケーリング

則と内陸地殻内地震のスケーリング則との比較 
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(4) Strasser et al. (2010) 

Strasser et al. (2010) は、モーメントマグニチュードが6.3～9.4の95のプレート間地震 (断

層モデル数は139) と、モーメントマグニチュードが5.9～7.8の20のスラブ内地震 (断層モデ

ル数は21) のデータを用いて、断層パラメータのスケーリング則を求めた。 

表2.2.2-6に、Strasser et al. (2010) が求めたプレート間地震の断層パラメータのスケーリン

グ則を示す。また、図2.2.2-7に、Strasser et al. (2010) が求めたプレート間地震の断層パラメ

ータのスケーリング則とデータを示す。 

 

 

表2.2.2-6 Strasser et al. (2010) が求めたプレート間地震の断層パラメータのスケーリング

則 
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図2.2.2-7 Strasser et al. (2010) が求めたプレート間地震の断層パラメータのスケーリング

則とデータ 
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(5) Leonard (2010) 

Leonard (2010) は、縦ずれ断層によるプレート間地震、横ずれ断層によるプレート間地震、

および縦ずれ断層による安定大陸領域の地震の断層パラメータの相似則を求めた。 

表2.2.2-7に、Leonard (2010) による断層パラメータの相似則を示す。また、図2.2.2-8に、

Leonard (2010) による正断層と逆断層によるプレート間地震の断層長さと幅との関係を示

す。 

 

表2.2.2-7 Leonard (2010) による断層パラメータの相似則 (DS: 縦ずれ、SS: 横ずれ、SCR: 

安定大陸領域) 
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図2.2.2-8 Leonard (2010) による正断層と逆断層によるプレート間地震の断層長さと幅と

の関係 
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(6) Rodriguez-Perez and Ottemoller (2013) 

 Rodriguez-Perez and Ottemoller (2013) は、カリフォルニア湾とメキシコの沈み込み帯で発

生した地震の断層パラメータのスケーリング則を調べた。 

図2.2.2-9に、Rodriguez-Perez and Ottemoller (2013) が断層パラメータのスケーリング則を

求めたカリフォルニア湾とメキシコの沈み込み帯で発生した地震の震央を示す。 

表2.2.2-8に、Rodriguez-Perez and Ottemoller (2013) が求めたメキシコの沈み込み帯で発生

した地震の断層パラメータのスケーリング則の式を、図2.2.2-10に、スケーリング則の線を

示す。 

 

 

図2.2.2-9 Rodriguez-Perez and Ottemoller (2013) が断層パラメータのスケーリング則を求め

たカリフォルニア湾とメキシコの沈み込み帯で発生した地震の震央 
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表2.2.2-8 Rodriguez-Perez and Ottemoller (2013) が求めたメキシコの沈み込み帯で発生した

地震の断層パラメータのスケーリング則 

 

 

 

図2.2.2-10 Rodriguez-Perez and Ottemoller (2013) が求めたメキシコの沈み込み帯で発生し

た地震の断層パラメータのスケーリング則 
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(7) Kumar et al. (2017) 

Kumar et al. (2017) は、逆断層による内陸地殻内地震、沈み込み帯のプレート間地震、正

断層による地震、横ずれ断層による地震の断層パラメータのスケーリング則を求めた。 

表2.2.2-9に、Kumar et al. (2017) による断層長さLとモーメントマグニチュードMW、断層

幅WとモーメントマグニチュードMW、および断層面積AとモーメントマグニチュードMWと

の関係を示す。また、表2.2.2-10に、平均くい違い量DとモーメントマグニチュードMW、平

均くい違い量Dと断層面積A、平均くい違い量Dと断層長さL、平均くい違い量Dと断層幅Wと

の関係を示す。 
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表2.2.2-9 Kumar et al. (2017) による断層長さLとモーメントマグニチュードMW、断層幅W

とモーメントマグニチュードMW、および断層面積AとモーメントマグニチュードMWとの関

係 

 

 

表2.2.2-10 Kumar et al. (2017) による平均くい違い量DとモーメントマグニチュードMW、

平均くい違い量Dと断層面積A、平均くい違い量Dと断層長さL、平均くい違い量Dと断層幅

Wとの関係 
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2.2.3 プレート間地震の震源断層パラメータの整理・分析 

 

本項では、既往の研究（原子力規制庁，2018）で収集した国内外のプレート間地震の断層

パラメータのデータベースと、今年度業務における地震動解析対象地震の断層パラメータ

の関係を調べた。主に断層長さ、断層幅、断層面積および短周期レベル等の断層パラメータ

を対象に整理・分析を行った。 

 

a) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

図 2.2.3-1 に、既往の研究（原子力規制庁，2018）で収集した国内外のプレート間地震の

断層幅 W と断層長さ L のデータと、今年度業務における地震動解析対象地震の断層パラメ

ータを比較した。 

図中、既往の研究（原子力規制庁，2018）で収集したデータのうち、国内の地震について

は白丸印で、国外の地震については黒丸印で示し、地震動解析対象地震である 2015 年チリ

Illapel 地震（MW 8.3）のデータを赤■で示す。参考に、既往の研究（原子力規制庁，2018）

の地震動解析対象地震である 2014 年チリ Iquique 地震（MW 8.1）のデータを青■で示す。図

中、赤線は渡辺・他 (2002) による、プレート間地震の断層幅と断層長さの経験的関係式で

ある。 

図より、2015 年チリ Illapel 地震（MW 8.3）と 2014 年チリ Iquique 地震（MW 8.1）の断層

幅は概ね 150 km 程度であり、渡辺・他 (2002) で得られた、断層長さ 300 km 以上で飽和す

る断層幅とよく整合していることが分かった。2 つの地震のデータともに、渡辺・他 (2002) 

による経験則の折り曲げのところに位置していることから、これらの地震は、第 1 ステージ

から第 2 ステージへの遷移ステージの地震である可能性が示唆されており、長周期震源イ

ンバージョン結果で見られた、海溝軸まで破壊が達しているけど、超大すべりなどは見られ

ていないこととも整合していると考える。 
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図 2.2.3-1 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 
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b) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 と関係の分析 

図 2.2.3-2 の a)に、既往の研究（原子力規制庁，2018）で収集した国内外のプレート間地

震の断層面積 S と地震モーメント M0 のデータと、今年度業務における地震動解析対象地震

の断層パラメータを比較した。 

図中、既往の研究（原子力規制庁，2018）で収集したデータのうち、国内の地震について

は白丸印で、国外の地震については黒丸印で示し、地震動解析対象地震である 2015 年チリ

Illapel 地震（MW 8.3）のデータを赤■で示す。参考に、既往の研究（原子力規制庁，2018）

の地震動解析対象地震である 2014 年チリ Iquique 地震（MW 8.1）のデータを青■で示す。図

中、黒線は(2.2.3-1)式で表される Murotani et al. (2008) による断層面積 S と地震モーメント

M0 との経験式で、赤線は(2.2.3-2)式で表される、田島・他 (2013) による断層幅が飽和する

第 2 ステージのプレート間地震を対象とした、断層面積 S と地震モーメント M0 との経験的

関係式(2.2.3-2)式である。参考として、(2.2.3-3)式で表される、地震調査研究推進本部 (2005) 

によるプレートの地震の強震動予測のためのレシピで採用されている宇津 (2001) も、青点

線で示す。 

2 10 2/3
0[km ] 1.48 10 ( [N m])S M                      (2.2.3-1)  

 

2 7 1/2
0[km ] 5.82 10 ( [N m])S M                       (2.2.3-2)  

 

     2 11 2/3
0[km ] 8.58 10 ( [N m])S M                      (2.2.3-3)  

 

図より、2015 年チリ Illapel 地震（MW 8.3）と 2014 年チリ Iquique 地震（MW 8.1）の断層

パラメータは、第 2 ステージ以降の既往の経験則（田島・他, 2013）の下限値より小さい側

への延長線上にあるように見える。長周期震源インバージョン結果で見られたように、海溝

軸まで破壊が達しているけど、超大すべりなどは見られていない、第 1 ステージから第 2 ス

テージへの遷移ステージの地震である可能性がこちらでも示唆されている。 

一方、既往の研究（原子力規制庁，2018）で収集した国内外のプレート間地震の断層面積

S と地震モーメント M0 のデータを対象に、第 1 ステージのみ（S∝M0
2/3）で回帰分析した場

合と、第 1 ステージから第 2 ステージへの折り曲げ点を持つ折れ線（S∝M0
2/3 から S∝M0

1/2

に変わる）で回帰した場合に、データはどの相似則とより整合しているかを、赤池の情報量

規準（AIC）法で調べた。 
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図 2.2.3-2 の b)に、既往の研究（原子力規制庁，2018）で収集した国内外のプレート間地

震の断層面積 S と地震モーメント M0 のデータと、本検討による回帰分析の結果を比較した。 

図中、既往の研究（原子力規制庁，2018）で収集したデータのうち、破壊が海溝軸まで達

して、かつ超大すべり域も表れている地震（第 2 ステージ）を赤丸で、それ以外の地震を青

丸印で示す。図中、黒点線は(2.2.3-４)式で表される第 1 ステージのみ（S∝M0
2/3）で回帰分

析した場合の断層面積 S と地震モーメント M0 との経験式で、緑の点線は(2.2.3-5)式で表さ

れる、第 1 ステージから第 2 ステージへの折り曲げ点を持つ折れ線（S∝M0
2/3 から S∝M0

1/2

に変わる）で回帰した場合断層面積 S と地震モーメント M0 との経験式である。参考として、

(2.2.3-1)式で表される Murotani et al. (2008) による断層面積 S と地震モーメント M0 との経

験式を灰色の実線で、(2.2.3-2)式で表される、田島・他 (2013) による断層幅が飽和する第 2

ステージのプレート間地震を対象とした、断層面積 S と地震モーメント M0 との経験的関係

式(2.2.3-2)式を赤線で、(2.2.3-3)式で表される、地震調査研究推進本部 (2005) によるプレー

トの地震の強震動予測のためのレシピで採用されている宇津 (2001) を灰色の点線で示す。 

それぞれの AIC は 2.82+03 と、2.73+03 となり、折り曲げ線で回帰した方がよりデータと

整合していることがわかった。折り曲げ線で回帰した場合の折り曲げ点の MW は 8.6 で田

島・他 (2013) による経験則の下限値である 8.4 より多少大きいが、第 2 ステージの部分は

田島・他 (2013) とよく整合していることがわかる。 
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a) 地震動解析対象地震との比較 

 

b) 回帰分析 

図 2.2.3-2 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 
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c) 国内外のプレート間地震の地震モーメント M0 と短周期レベル A との関係の分析 

図 2.2.3-3 に、既往の研究（原子力規制庁，2018）で収集した国内外のプレート間地震の

地震モーメント M0 と短周期レベル A のデータと、今年度業務における地震動解析対象地震

の断層パラメータを比較した。 

図中、既往の研究（原子力規制庁，2018）で収集したデータのうち、国内の地震について

は白丸印で、国外の地震については黒丸印で示し、地震動解析対象地震である 2015 年チリ

Illapel 地震（MW 8.3）のデータを赤■で示す。参考に、既往の研究（原子力規制庁，2018）

の地震動解析対象地震である 2014 年チリ Iquique 地震（MW 8.1）のデータを青■で示す。図

中、黒線は(2.2.3-6)式で表される、地震調査研究推進本部 (2005) による強震動予測のため

のレシピで採用されている壇・他 (2001) の式で、黒実線は平均値で、黒点線はその 2 倍と

1/2、灰色部分は外挿である。 

2 10 7 1/3
0[N m/ s ] 2.46 10 ( [N m] 10 )A M            (2.2.3-6) 

図より、2015 年チリ Illapel 地震（MW 8.3）と 2014 年チリ Iquique 地震（MW 8.1）の断層

パラメータは、壇・他 (2001) の 0.5 倍から 2 倍の間にあり、平均的には経験式と整合して

いることが分かった。 
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図 2.2.3-3 国内外のプレート間地震の短周期レベル A と地震モーメント M0 との関係 
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2.2.4 プレート間地震の地震動特性の整理・分析 

 

本検討では、プレート間地震の地震動予測式（GMPE）について、以下の７つの式を用い

て、地震動予測式による予測値の比較によって、地震動の地域性の有無を検討することとし

た。 

2.2.4.1 項では、対象とする地震動予測式の概要を述べ、2.2.4.2 項では地震動予測式によ

る予測値の比較を示す。 

 

2.2.4.1 対象地震動予測式の概要 

(1) Atkinson and Boore (2003) 

Atkinson and Boore (2003) は、世界の沈み込み帯で起こったプレート間地震とスラブ内地

震 (M 5～M 8.3) の強震記録を用いて、最大加速度および減衰定数 5%の擬似加速度応答ス

ペクトルの回帰分析を行った。データベースには、日本やメキシコおよび中米の沈み込み帯

の多くの地震が含まれている。Atkinson and Boore (2003) がプレート間地震の検討に用いた

地震のモーメントマグニチュードと断層最短距離を図 2.2.4-1 に示す。 

回帰モデルは下の(2.2.4-1)式で表される。 

3 4 5 C 6 D 7 Elog (M) logY fn c h c R g R c sl S c sl S c sl S        (2.2.4-1) 

ここに、Y は最大加速度もしくは減衰定数 5%の擬似加速度応答スペクトル(cm/s2)、M はモ

ーメントマグニチュード (プレート間地震の場合 M≦8.5)、fn(M)=c1+c2M、h は震源深さ(km)、

R=sqrt(Dfault
2+2)、Dfault は断層のトレースからの最短距離、は断層近傍の飽和を示す項で、

=0.00724×100.507M、g=101.2-0.18M である。また、c1～c7 は回帰係数で、SC、SD、SE は地盤種別

を表す係数である。sl は最大加速度の大きさと振動数による係数で、表 2.2.4-1 に示す値で

ある。 

Atkinson and Boore (2003) による最大加速度の例を図 2.2.4-2 に、擬似加速度応答スペク

トルの例を図 2.2.4-3 に示す。 

一方、図 2.2.4-4 に示すように、マグニチュード、距離、地震タイプおよび地盤種別を同

一にした場合、高振動数における加速度応答スペクトルが日本の地震では大きく、Cascadia

の地震では小さいといった地域性が見られることを指摘している。 
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図2.2.4-1 Atkinson and Boore (2003) が検討に用いたプレート間地震のモーメントマグニチ

ュードと断層最短距離（工学的に重要なのは、濃い灰色の部分の地震の記録であ

る。モーメントマグニチュードが小さすぎたり、断層最短距離が遠すぎる淡い灰

色の部分の地震の記録は回帰分析に用いていない。） 

 

 

 

図2.2.4-2 tkinson and Boore (2003) によるプレート間地震の最大加速度の例 
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図2.2.4-3 Atkinson and Boore (2003) によるプレート間地震とスラブ内地震の擬似加速度応

答スペクトルの例（プレート間地震の擬似加速度スペクトルは実線で、スラブ内

地震の擬似加速度スペクトルは破線で示されている。Cのついた線はカルフォル

ニアの浅い地震の擬似加速度スペクトルである。） 
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図2.2.4-4 Atkinson and Boore (2003) による擬似加速度応答スペクトルの地域性 

 

 

表2.2.4-1 Atkinson and Boore (2003) の地震動予測式のsl 
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(2) Zhao et al. (2006) 

Zhao et al. (2006) は、日本で起ったプレート間地震を対象に、はじめに 25 km より浅い地

震による記録を用いて、最大加速度および減衰定数 5%の加速度応答スペクトルの統計処理

を行った。統計処理に用いた回帰式は、 

ln𝑌ሺ𝑇ሻ ൌ 𝑎𝑀௪ ൅ 𝑏𝑋 െ ln𝑟 ൅ 𝑒ሺℎ െ ℎ௖ሻ𝛿௛ ൅ 𝐹ோ ൅ 𝑆ூ ൅ 𝑆ௌ ൅ 𝑆ௌ௅ln𝑋 ൅ 𝐶௞ ൅ 𝜉 ൅ 𝜂 

        (2.2.4-2) 

 𝑟 ൌ 𝑋 ൅ 𝑐expሺ𝑑𝑀௪ሻ      (2.2.4-3) 

 𝛿௛ ൌ ൜
0, ℎ ൏ ℎ௖
1, ℎ ൒ ℎ௖

      (2.2.4-4) 

である。ここに、Y は対象観測点における最大加速度もしくは加速度応答スペクトルで、単

位は g（重力加速度）, T は周期 (s), X は断層最短距離、MW はモーメントマグニチュード。

FR は内陸地殻内の逆断層地震の場合の係数，SI はプレート間地震の場合の係数，SS は海洋

プレート内地震の場合の係数である。SL はマグニチュードに依存しない海洋プレート内地

震の場合複雑なパスの影響を補正するための係数である。Ck は地盤特性の項である。hc は

深さの定数である。𝛿௛は深さ h が hc より大きい場合１となり, h が hc より小さい場合は 0 に

なる。h が 125 km より深い場合は, h=125 km となる。a，b，c，d，e は回帰係数である。ま

た、i,j は地震間の誤差、i は地震内の誤差である。 

表 2.2.4-2 と表 2.2.4-3 に回帰係数を、図 2.2.4-5 に加速度応答スペクトルの例を示す。
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表2.2.4-2 Zhao et al. (2006) が日本のプレート間地震の記録を統計処理して求めた回帰係数 

 

表2.2.4-3 Zhao et al. (2006) が日本のプレート間地震の記録を統計処理して求めた回帰係数 
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図2.2.4-5 Zhao et al. (2006) による日本のプレート間地震の加速度応答スペクトルの例 
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(3) Arroyo et al. (2010) 

 Arroyo et al. (2010) は、Garcia et al. (2009) によるメキシコのプレート間地震の記録 (1985

年～2004年に発生したモーメントマグニチュード5.0以上の地震による記録) を用いて、最

大加速度と加速度応答スペクトルのGMPEを作成した。 

図2.2.4-6に、Arroyo et al. (2010) がメキシコのプレート間地震のGMPEを作成するのに用

いた地震の震央（〇印）と観測点（▲印）を、図2.2.4-7に、地震のモーメントマグニチュー

ドと断層最短距離を示す。 

Arroyo et al. (2010) が用いたGMPEは、 

2 2
1 4 1 4 0

1 2 3 2
0

( ( ) ) ( ( )
( ) ( ) ( ) ( ) lnw

E T R E T R r
SA T T T M T

r

 
  

     
 
 

 (2.2.4-5) 

である。ここに、i (T)は回帰係数、MWはモーメントマグニチュード、Rは断層面までの最

短距離、r0は 

2 5 2.3026
0 1.4447×10 Mwr e  (2.2.4-6) 

である。 

表2.2.4-4に、Arroyo et al. (2010) によるメキシコのプレート間地震のGMPEの回帰係数を

示す。また、図2.2.4-8に、Arroyo et al. (2010) によるメキシコのプレート間地震のGMPEの

例を示す。 

 

 

図2.2.4-6 Arroyo et al. (2010) がメキシコのプレート間地震のGMPEを作成するのに用いた

地震の震央（〇印）と観測点（▲印） 
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図2.2.4-7 Arroyo et al. (2010) がメキシコのプレート間地震のGMPEを作成するのに用いた

地震のモーメントマグニチュードと断層最短距離 
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表2.2.4-4 Arroyo et al. (2010) によるメキシコのプレート間地震のGMPEの回帰係数 

 

 



 

2.2.4-11 
 

 

図2.2.4-8 Arroyo et al. (2010) によるメキシコのプレート間地震のGMPEの例 
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(4) Si et al. (2013) 

(a) 用いたデータ 

 1983 年 5 月 26 日日本海中部地震から 2011 年 4 月 11 日浜通り地震までの 34 地震（5.5≦

MW≦9.1），水平・上下成分それぞれ 600 記録のデータベースを構築した．各強震記録には

水平成分ではアメリカ NGA のデータベースに準じた GMRotI50（平均加速度応答スペクト

ル），上下動成分では，通常の加速度応答スペクトルをデータとして整備した． 

 距離の定義については，司・翠川 (1999) と同様に断層最短距離，等価震源距離の双方を

用いた．データの距離範囲についても司・翠川 (1999) と同様とした． 

(b) 地震のタイプ 

 司・翠川 (1999) と同様に，地殻内・プレート間・プレート内地震との地震タイプを考慮

した．ただし，地震タイプと震源深と相関性があるとの説があることから，統計上では，プ

レート内地震，プレート間地震の各々について深さの係数を求めてその平均を最終結果と

するなどの工夫をしてパラメータ間の相関関係による影響の回避を図っている． 

(c) 近距離での頭打ち 

 硬質岩盤上のデータに限定しているため，近距離での頭打ちを決められるようなデータ

を持ち合わせていないため，0.6 秒より長周期成分については司・翠川 (1999) の PGV，0.3

秒より短周期成分について司・翠川 (1999) の PGA で用いられている係数をそれぞれ用い

た．また，その間の成分については両者を線形補間した値とした． 

(d) 距離減衰 

 既往の研究から，震源がやや深い地震の場合には，浅い地震に比べて距離減衰の傾きが大

きくなる傾向が見られるために，震源深さ 30km を境界に幾何減衰を表す係数を変化させて

いる．これにより，震源がやや深い地震での評価精度を向上させている． 

(e) 地盤特性 

 KiK-net の観測点のうち，地中地震計が Vs2km/s の層に設置されている観測点をターゲッ

トに地盤同定などにより基盤地震波を求め，その他硬質岩盤で観測された地震波をもとに，

距離減衰式で用いる地震動バラメータを硬質岩盤上に定義した．最終的には S 波速度の分

かっている地震記録との比較により，距離減衰式の定義されている地盤について検討を行

っている． 

(f) ばらつき 
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 回帰誤差（地震内誤差と地震間誤差の双方を含めたもの）は，全地震における S 波速度の

分かっている地点に対して求められており，常用対数で 0.37 より小さい値となっている．

ただし，地盤が硬いほどばらつきが小さくなる傾向を確認されている． 

(g) 回帰モデル 

sT
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  (2.2.4-7) 

  ただし 

 

 

 

 

ただし，SA(T)は GMRotI50，X は断層最短距離，D は震源断層の平均的な深さ，Si は地震タ

イプを示す． なお、回帰係数は表 2.2.4-5 に示す。 
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表2.2.4-5 Si et al. (2013) によるGMPEの回帰係数 
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(5) Abrahamson et al. (2016) 

 Abrahamson et al. (2016) は、63のスラブ内地震 (5.0 7.9)M   による2590の記録と、43の

プレート間地震 (6.0 8.4)M   による953の記録を用いて、GMPEを作成した。距離は300 km

以内で、モーメントマグニチュードが8を超えるとマグニチュードのスケーリングが変わる

ことも考慮している。 

図2.2.4-9に、Abrahamson et al. (2016) がプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの作成の

ために用いた記録のモーメントマグニチュードと距離を示す。 

Abrahamson et al. (2016) が採用したGMPEは、 

1 4 1 2 3 4 9

6 1100 30

ln( ) ( ( 7.8)) ln( exp( ( 6)))

( ) ( ) ( , )

interface rup

rup mag FABA rup site S

Sa C M R C M

R f M f R f PGA V

     



      

   
 (2.2.4-8) 

1 4 1 2 14 4 9

6 10 1100 30

ln( ) ( 3( 7.8)) ln( exp( ( 6)))

( ) ( ) ( ) ( , )

slab event hypo

hypo event mag depth h FABA hypo site S

Sa C F M R C M

R F f M f Z f R f PGA V

      

 

       

     
 

 (2.2.4-9) 

である。ここに、 

Sa: 加速度応答スペクトル (単位はg: 重力加速度) 

M: モーメントマグニチュード 

Rrup: 断層最短距離 (km) 

Rhypo: 震源距離 (km) 

Zh: 震源深さ (km) 

0

1eventF
プレート間地震のとき

スラブ内地震のとき


 


 

0

1FABAF
前弧もしくは不明のサイトのとき

背弧のサイトのとき


 


 

である。また、マグニチュードの項は、 

2
4 1 1 13 1 1

2
5 1 1 13 1 1
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( ( )) (10 )
mag

M C C M for M C C
f M

M C C M for M C C

   

   ＞
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    

 (2.2.4-10) 

である。ここに、C1=7.8である。C1はマグニチュードのスケーリングが変わることを考慮

する回帰係数で、はじめは0.0であるが、巨大地震の記録から、周期依存の値で表されるこ

とになった。震源深さの項は、 

11( ) (min( ,120) 60)depth h h eventf Z Z F   (2.2.4-11) 
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で、前弧/背弧の項は、 

7 8

15 16
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 (2.2.4-12) 

である。サイト特性の項は、 
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である。ここに、PGA1000はVS30=1,000m/sのときの最大加速度PGAの中央値で、 

30*

30 30
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1,000
S

S
S S
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V

V for V


  

＞
 (2.2.4-14) 

である。 

表2.2.4-6に、Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの回

帰係数のうち周期によらない係数を、表2.2.4-7に、GMPEの回帰係数のうち周期による係数

を示す。また、表2.2.4-8に、Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震のGMPEで使用

が推奨されている回帰係数C1を、図2.2.4-10に、Abrahamson et al. (2016) により用いること

が推奨されている回帰係数C1の影響を示す。 

図2.2.4-11に、Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震のGMPEの例を示す。 
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図2.2.4-9 Abrahamson et al. (2016) がプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの作成のため

に用いた記録のモーメントマグニチュードと距離 

 

表2.2.4-6 Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの回帰係

数のうち周期によらない係数 
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表2.2.4-7 Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの回帰係

数のうち周期による係数 
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表2.2.4-8 Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震のGMPEで使用が推奨されている

回帰係数C1 

 

 

 

図2.2.4-10 Abrahamson et al. (2016) により用いることが推奨されている回帰係数C1の影

響 
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図2.2.4-11 Abrahamson et al. (2016) によるプレート間地震のGMPEの例 
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(6) Idini et al. (2017) 

Idini et al. (2017) は、チリで発生した65のプレート間地震の369の観測記録および38のス

ラブ内地震の114の観測記録を用いてGMPEを作成した。 

図2.2.4-12に、Idini et al. (2017) がチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPEを作成す

るために用いた地震を示す。 

 Idini et al. (2017) が採用したGMPEは、 

10log ( , , ) ( , , )F W eve D W eve SY F M H F F R M F F    (2.2.4-15) 

である。ここに、Yは最大加速度または加速度応答スペクトルで単位はg (重力加速度)、FFは

震源項、FDは伝播特性、FSはサイト特性である。また、MWはモーメントマグニチュード、

Hは震源深さ、Feveはプレート間地震のとき0でスラブ内地震のとき1、Rはスラブ内地震かMW

＜7.7のプレート間地震のとき震源距離、 7.7WM  のプレート間地震のとき断層最短距離で

ある。 

震源項FFは、 

1 2 8( , , ) ( )F w eve w o eve MF M H F c c M c H h F f      (2.2.4-16) 

である。ここに、 

2
9

1 2
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M
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c M F
f

c c M F


 

  
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 (2.2.4-17) 

で、ho=50kmである。また、FDは 

10 5( , , ) log ( )D w eve oF R M F g R R c R    (2.2.4-18) 

で、 7[ ]
6(1 ) 10 w rc M M

o eveR F c    、 3 4 3( [ ] )w r eveg c c M M c F    、Mr=5である。ci (i=1,2,…,9) と 

cj (j=1,2,3) は回帰係数である。 

表2.2.4-9に、Idini et al. (2017) が求めたチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの 

第一段階の回帰係数を、表2.2.4-10に第二段階の回帰係数を示す。また、図2.2.4-13に、Idini 

et al. (2017) によるチリのプレート間地震のGMPEの例を示す。 
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図2.2.4-12 Idini et al. (2017) がチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPEを作成する

ために用いた地震 
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表2.2.4-9 Idini et al. (2017) が求めたチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPE (第一

段階) の回帰係数 
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表2.2.4-10 Idini et al. (2017) が求めたチリのプレート間地震とスラブ内地震のGMPE (第二

段階) の回帰係数 

 

 

 

図2.2.4-13 Idini et al. (2017) によるチリのプレート間地震のGMPEの例 
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 (7) Montalva et al. (2017) 

 Montalva et al. (2017) は、チリの沈み込み帯で発生した地震の水平成分の応答スペクトル

のGMPEを開発した。データベースは、2010年Maule地震 (MW 8.8) や2014年Iquique地震 (MW 

8.1)、2015年Illapel地震 (MW 8.3) を含む473地震による3774記録である。 

 応答スペクトルの中央値は下式で表されている。 

1 source path event/depth site FABA(Z ) ln SA( )T f f f f f          (2.2.4-19) 

source 4 1 mag( )Wf C f M    (2.2.4-20) 
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 (2.2.4-21) 
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 (2.2.4-26) 

 ここに、 (Z )  は中央値、Zは変数、は回帰係数、SAは減衰定数5%の加速度応答スペク

トルか最大加速度で単位は重力加速度、MWはモーメントマグニチュード、Zhは震源深さで

単位はkm、Rはプレート間地震の場合、断層最短距離で、スラブ内地震の場合、震源距離、

PGA1000はVS30が1000m/sのときの最大加速度の中央値、Feventはスラブ内地震のとき1で、プ

レート間地震のとき0である。fFABAの項は、背孤で1、前弧もしくは不明の場合に0である。

C1, 9, C4, Vlin, b, c, and nは、背孤の影響を表したBC Hydroモデルから直接採用される係数
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である。 

 図2.2.4-14に、GMPEを求めるのに用いたチリのプレート間地震とスラブ内地震のモーメ

ントマグニチュードと距離との関係およびモーメントマグニチュードと震源深さとの関係

を示す。 

表2.2.4-11に、チリのプレート間地震とスラブ内地震の記録を用いて求めた回帰係数を示

す。また、図2.2.4-15に、プレート間地震のGMPEの例を示す。 

 

 

図2.2.4-14 Montalva et al. (2017) がGMPEを求めるのに用いたチリのプレート間地震とスラ

ブ内地震のモーメントマグニチュードと距離との関係およびモーメントマグニ

チュードと震源深さとの関係 
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表2.2.4-11 Montalva et al. (2017) がチリのプレート間地震とスラブ内地震の記録を用いて求

めた回帰係数 

 

 

 

 
図2.2.4-15 Montalva et al. (2017) によるプレート間地震のGMPEの例 

 



 

2.2.4-28 
 

2.2.4.2 対象地震動予測式の比較検討 

検討はプレート間地震を対象に、M 7、 8、9、震源深さ 30 ㎞、距離が 30 ㎞、50 ㎞、100

㎞、200 ㎞の各ケースに対して行った。それぞれのケースについて、地震動予測式をプロッ

トして比較を行った。計算の際には Si et al. (2013)による地震動予測式については、Si et al. 

(2016)による地盤特性の評価式を用いて予測値を対象地盤上のものに変換された。また、比

較は地震動予測式における地震動強さの定義が無視できると仮定した。計算の結果を図

2.2.4-16～図 2.2.4-18 に示す。これらの図から、マグニチュードが 7 の場合はそれぞれの地

震動予測式による予測値に比較的大きなバラツキがみられるが、マグニチュードが大きく

なるにつれて、そのバラツキが若干小さくなることが見受けられる。そのうち、チリの地震

を対象とした地震動予測式、Idini et al. (2017)と Montalva et al. (2017)による予測値の違いが

大きいことが分かった。また、メキシコのプレート間地震で開発された Arroyo et al. (2010)

が全般的に比較的に小さめであることがみられた。なお、M 9 の場合、Zhao et al. (2006)は外

挿になってしまうことから、その他の地震動予測式との違いが顕著になったと見受けられ

た。 

図 2.2.4-19～図 2.2.4-21 には、検討対象の地震動予測式のうち、同様な回帰モデルを使用

している Abrahamson et al. (2016)と Montalva et al. (2017)との地震動予測式の比較を示して

いる。この 2 つの式の間にみられる違いは、回帰モデルによる影響はすくなく、主にデータ

セットと統計手法によるものとみられる。したがって、仮に統計手法に起因する違いが無視

できる程度であれば、地震動予測式間の違いは地域性による差とみることができよう。検討

の結果、図に示す通り、マグニチュード７の場合両者の違いが大きいが、マグニチュードが

８から９になるにつれてその違いが小さくなっていることが分かった。このことは、マグニ

チュードの大きい場合は二つの地震動予測式のデータベースが同程度のものであることで

制つめい出来るが、マグニチュード７の場合はデータベースの違いによって差が大きくな

っていることが考えられる。ただし、Montalva et al. (2017)による地震動予測式は Idini et al. 

(2017)とも異なることから、Abrahamson et al. (2016)と Montalva et al. (2017)との差はデータ

セットのほかに、統計手法によるものとも考えられる。したがって、地震動の地域性を確認

するには、たとえ同じ回帰モデルで地震動予測式を作成することだけではなく、回帰分析手

法も同一ものとしたほうが良いと考えられる。さらに、データセットのマグニチュード、震

源距離、および震源深さに対する分布の違いにも配慮する必要があると考えられる。 
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図2.2.4-16 プレート間地震を対象とした地震動予測式の比較図（M 7の場合） 

  



 

2.2.4-30 
 

 
 

図2.2.4-17 プレート間地震を対象とした地震動予測式の比較図（M 8の場合） 
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図2.2.4-18 プレート間地震を対象とした地震動予測式の比較図（M 9の場合） 
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図2.2.4-19 同様な回帰モデルで得られたAbrahamson et al. (2016)とMontalva et al. (2017)の比

較（M 7の場合） 
 

 
 

図2.2.4-20 同様な回帰モデルで得られたAbrahamson et al. (2016)とMontalva et al. (2017)の比

較（M 8の場合） 
 

 
 

図2.2.4-21 同様な回帰モデルで得られたAbrahamson et al. (2016)とMontalva et al. (2017)の比

較（M 9の場合） 
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2.2.4.3 まとめ 

本項では、プレート間地震について、7 つの地震動予測式による予測値の比較検討を行い、

地震動の地域性がみられるかについて検討を行った。同じ地震規模と、距離、および地盤情

報を与条件とした場合、メキシコで発生する地震による地震動予測式は、他の地震動予測式

に比べて小さめである一方、チリ地震を対象とした 2 つの地震動予測式の間では比較的に

やや大きな差がみられた。また、回帰モデルの同じ 2 つの地震動予測式による比較では、マ

グニチュード７程度では地震動予測式による予測値に違いがみられ、観測記録にみられる

地域性を示唆するものとなったが、統計手法とデータの質による影響もあると考えられる

ことから、地域性を検討するには、観測記録に基づき、回帰モデルや回帰分析手法による違

いとデータセットの質による違いなどを分離して、さらなる検討が必要と考えられる。 
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2.2.5 スロー地震の文献調査 

 

2000年頃にスロー地震が発見されて以降、世界中のプレートにおいて、スロー地震の存在

が報告されている（図2.2.5-1）。本項ではプレートの地域性を検討する観点から、スロー地

震とプレート間地震の関連性について議論している既往研究の調査を行った。 

 

 

図2.2.5-1 世界のそれぞれの地域で発生するスロー地震の種類 

 

(1) Obara and Kato (2016) 

 Obara and Kato (2016) は、2000 年頃から始まった約 20 年間のスロー地震研究によって明

らかにされたスロー地震の活動様式の特徴（図 2.2.5-2）や種類をを整理した上で、巨大地震

との関連性に焦点を絞りスロー地震が担う役割を以下に示す 3 つのポイントに分けて議論

を行った。 

① 類似現象 

数種類のスロー地震のうち、ETS（Episodic Tremor and Slip）は、その発生様式が巨大

地震と類似している。更に、ETS は頻繁に発生しており、多くの観測事例から発生様

式の揺らぎ等における法則性を見出すことができれば、巨大地震の発生間隔や破壊域

にみられる規則性やその揺らぎ、連動性を含めた発生様式の理解に役立つ可能性があ

る。 

② 応力状態を反映するインジケーター 

スロー地震の発生域では断層強度が弱く、周囲の応力変化の影響を受けやすい。従っ
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て、スロー地震域に隣接する巨大地震震源域における応力蓄積状態を反映して、スロ

ー地震活動の発生パターンが変化することが期待される。 

③ 周囲への応力載荷 

2011 年東北地方太平洋沖地震の大すべり域周辺で微動やスロースリップイベントが

地震以前に起きて、断層破壊を促進させた可能性があることが分かった。また、2013

年メキシコのパパノア地震や、2014 年チリ北部のイキケ地震でも観測された。スロー

スリップによる震源域への応力載荷により破壊が促進された可能性を示すものと考

えられる。 

 

 

図 2.2.5-2 スロー地震の活動様式の特徴 

 

 

(2) 高木 (2018) 

 高木 (2018) は、南海トラフ西部にける新たなスロースリップイベント（SSE）カタログ

に基づき、SSE 活動と巨大地震を発生させるプレート間固着の空間的相関性について述べ

た後、南海トラフのプレート境界浅部の固着域と深部の SSE 活動の相関関係は、他の沈み

込みプレート境界においても見られることを指摘した（図 2.2.5-3）。 
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図2.2.5-3 4地域におけるプレート境界浅部の固着域と深部のSSE活動の相関関係 

 

 

(3) Nishikawa et al. (2019) 

 Nishikawa et al. (2019) は、日本海溝海底地震津波観測網（S-net）をはじめとする陸海域

の地震・測地観測網のデータを用いて詳細なスロー地震分布図を作成し、東北地震の破壊

がスロー地震多発域で停止していたことを明らかにした。これによりスロー地震多発域が

巨大地震の破壊に対するバリアとして働く可能性が示唆した。図2.2.5-4に日本海溝のスロ

ー地震分布を示す。 
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図2.2.5-4 日本海溝のスロー地震分布と2011年東北地方太平洋沖地震の破壊域 
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